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第 11 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

令和４年３月11日(金曜日) 

            午前10時０分開議 

            午前11時19分休憩 

午前11時24分開議 

            午後０時27分休憩 

午後１時29分開議 

            午後１時52分休憩 

午後１時56分開議 

午後２時36分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第40号 令和４年度熊本県一般会計予

算 

議案第41号  令和４年度熊本県中小企業振

興資金特別会計予算 

議案第45号  令和４年度熊本県港湾整備事

業特別会計予算のうち        

議案第46号  令和４年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計予算のうち     

議案第51号  令和４年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計予算    

議案第52号  令和４年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計予算 

議案第56号  令和４年度熊本県電気事業会

計予算 

議案第57号  令和４年度熊本県工業用水道

事業会計予算 

議案第58号  令和４年度熊本県有料駐車場

事業会計予算 

議案第69号 熊本県少年保護育成条例の一

部を改正する条例の制定について 

議案第70号  熊本県産業技術センター条例

の一部を改正する条例の制定について 

 議案第80号 令和３年度熊本県一般会計補

正予算(第19号） 

請第35号 シルバー人材センターに対する

支援を求める意見書に関する請願 

委員会提出議案 適格請求書等保存方式導

入に係るシルバー人材センターへの適切

な措置を求める意見書(案) 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

①熊本県産アサリ産地偽装対策・再生

に向けた取組みについて 

②熊本県食品ロス削減推進計画の策定

について 

③ＵＸプロジェクト基本計画・実施計

画の策定について 

令和３年度経済環境常任委員会における取

組の成果について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(７人） 

        委 員 長 松 村 秀 逸 

        副委員長 大 平 雄 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 西 村 尚 武 

        委  員 坂 梨 剛 昭 

欠 席 委 員(なし） 

委員外議員(なし） 

―――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部  長 藤 本   聡 

       政策審議監 小 原 雅 之 

        環境局長 波 村 多 門 

      県民生活局長 手 嶋 章 人 

     環境政策課長 江 橋 倫 明 

     水俣病保健課長 原 田 義 隆
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首席医療審議員 山 口 喜久雄 

     水俣病審査課長 枝 國 智 子 

    環境立県推進課長 吉 澤 和 宏 

      環境保全課長 西 村 浩 一 

      自然保護課長 前 田   隆 

    循環社会推進課長 小 原 正 巳 

  くらしの安全推進課長 田 元 雅 文 

         政策監 東 田 智 裕 

      消費生活課長 福 永 公 彦           

男女参画・協働推進課長 木 村 和 子 

    人権同和政策課長 鈴   和 幸 

 商工労働部 

部 長 三 輪 孝 之 

政策審議監 

兼商工雇用創生局長 上 田 哲 也 

産業振興局長 内 藤 美 恵 

商工政策課長 市 川 弘 人  

商工振興金融課長 増 田 要 一 

 労働雇用創生課長 中 川 博 文 

産業支援課長 受 島 章太郎 

政策監 辻 井 翔 太 

エネルギー政策課長 上 塚 恭 司 

企業立地課長 工 藤   晃 

観光戦略部 

部 長 寺 野 愼 吾 

政策審議監 府 高   隆 

観光交流政策課長 久 原 美樹子 

観光企画課長 脇   俊 也 

観光振興課長 川 㟢 典 靖 

販路拡大ビジネス課長 池 田 健 三 

 企業局 

局 長 國 武 愼一郎 

総務経営課長 亀 丸 明 弘 

工務課長 伊 藤 健 二 

労働委員会事務局            

局 長 谷 口   誠 

審査調整課長 舟 津 紀 明 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 山 本 さおり 

     政務調査課主幹 植 田 晃 史 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○松村秀逸委員長 ただいまから第11回経済

環境常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることにいたしまし

た。 

 なお、本日の委員会はインターネット中継

を行っておりますので、委員並びに執行部に

おかれましては、発言内容が聞き取りやすい

よう、マイクに向かって明瞭に発言いただき

ますようお願いいたします。 

 まず、前回の委員会以降に環境生活部で人

事異動があっておりますので、自席から自己

紹介をお願いします。 

  （くらしの安全推推進政策監自己紹介） 

○松村秀逸委員長 それでは、本委員会に付

託された議案等を議題とし、これについて審

査を行いますが、今回も新型コロナウイルス

感染症対策として、３密を防ぐため、次第に

記載の２つのグループに分けて議案等に関す

る説明を求めることとしております。 

 まず、環境生活部の議案の審査を行い、休

憩を挟みまして商工労働部、観光戦略部、企

業局、労働委員会の議案の審査を行います。

その後、再度休憩を挟みまして付託議案の採

決を行います。 

 それでは、環境生活部の議案についての説

明をお願いしますが、説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔に行ってくださ

い。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

します。 

初めに、藤本環境生活部長。 

 

〇藤本環境生活部長 環境生活部でございま

す。 

 環境生活部の議案等の説明に入ります前
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に、アサリの産地偽装問題について御説明い

たします。 

 まず、食品表示法違反の事案についてです

が、一昨日、中国産、韓国産のアサリを仕入

れ、熊本県産と産地偽装して流通業者に販売

した事業者に対して是正を指示しました。そ

して、その旨を公表いたしました。 

 この事案では、輸出国における生育期間よ

り熊本県での蓄養期間のほうが短いにもかか

わらず、熊本県産と、事実と異なる表示をし

た、いわゆる長いところルールを悪用した産

地偽装が行われておりました。 

 また、２月１日に開設いたしました偽装情

報の受付窓口産地偽装110番には、今月９日

現在で349件の情報が寄せられております。 

 いただいた情報については、電話による聞

き取り調査や現地調査、ＤＮＡ検査を実施

し、それらを踏まえ、食品表示法に基づく立

入検査を行うなど、一つ一つの事案について

徹底して調査を進めております。 

 産地偽装は消費者を裏切る犯罪行為であ

り、絶対に許されるものではありません。食

品表示法を所管する当部としましては、国や

関係機関とも連携し、徹底した調査、取締り

を進めるとともに、農林水産部とも連携し、

引き続き、県産アサリの産地偽装の根絶に全

力で取り組んでまいります。 

 それでは、環境生活部関係議案の概要につ

きまして御説明いたします。 

今回提出しております議案は、予算関係２

件、条例関係１件でございます。 

 まず、第40号議案の令和４年度熊本県一般

会計予算でございます。 

 当部では、環境の保全や県民の快適で安

全、安心な暮らしの実現に向けた施策を推進

するため、総額152億700万円余の予算を計上

しております。 

 その主なものを、環境及び県民生活の各分

野における新たな取組を中心に御説明いたし

ます。 

 まず、環境の分野では、2050年県内ＣＯ２

排出実質ゼロの実現に向けて、県民一人一人

の行動や企業、特に中小企業の取組までつな

がるよう、ＣＯ２削減の取組内容等を様々な

形で見える化し、県全体に波及させてまいり

ます。 

 また、県の率先行動として、防災にも資す

る再エネ設備の県有施設への導入などを積極

的に進めてまいります。 

 さらに、流域治水にもつながる地下水涵養

対策として、雨水浸透施設の地下水涵養効果

等の検証などにも取り組んでまいります。 

 このほか、プラスチックごみ対策や、鳥獣

被害対策として新たに射撃研修等による銃猟

者の確保、育成などにも取り組んでまいりま

す。 

 次に、県民生活の分野では、ゼロカーボン

にも資する食品ロスの削減に関係部局連携し

て取り組むとともに、高齢者の交通事故防止

のため、踏み間違い防止装置等の導入支援や

飲酒運転根絶等のための広報啓発など、交通

安全に資する取組を強化いたします。 

 さらに、各分野で活躍する女性のロールモ

デル発信など、女性の社会参画の加速化にも

取り組んでまいります。 

 また、直面する重要課題であります新型コ

ロナウイルス感染症への対応、令和２年７月

豪雨、熊本地震からの創造的復興への対応に

つきましても、引き続き、しっかりと取り組

んでまいります。 

 また、水俣病問題の対応につきましても、

新型コロナウイルスの感染症対策を徹底した

上で、認定審査を丁寧かつ着実に進めるとと

もに、高齢化が進む胎児性・小児性患者の方

々の日常生活の支援等に引き続き取り組んで

まいります。 

 次に、第52号議案の熊本県のチッソ株式会

社に対する貸付けに係る県債償還等特別会計

予算につきましては、チッソ県債に係る元利

償還金等として、総額27億3,400万円余の予



第11回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和４年３月11日) 

 - 4 - 

算を計上しております。 

 以上により、予算総額は、一般会計と特別

会計を合わせ179億4,200万円余となります。 

 次に、条例関係につきましては、熊本県少

年保護育成条例の一部を改正する条例、１件

をお諮りしております。 

 以上が、今回提出しております議案の概要

でございます。 

 このほか、その他報告として、アサリの産

地偽装に対する取組及び熊本県食品ロス削減

推進計画策定の２件について御報告いたしま

す。 

 詳細につきましては、関係課長が説明いた

しますので、御審議のほどどうぞよろしくお

願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

〇江橋環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計につきまして御説明いたし

ます。 

 公害対策費でございますが、１億5,306万

円余を計上しております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 １、職員給与費としまして１億1,835万円

余を計上しておりますが、これは、本年１月

１日現在で在籍します環境政策課職員の給与

を基に算定したものでございます。 

 職員給与費につきましては、各課とも同様

でございますので、基本的に各課長からの説

明は省略させていただきます。 

 次の２、公害対策促進費につきましては、

国などとの連絡調整に要する経費をはじめ、

部長秘書業務の委託や部内の政策立案などに

必要な経費として、1,187万円余を計上いた

しております。 

 次の３、環境立県推進費につきましては、

水銀フリー推進事業として2,283万円余を計

上しております。これは、水銀を使用しな

い、いわゆる水銀フリー社会の実現に向けた

情報発信や水銀研究留学生への奨学金支給に

要する経費でございます。 

 次に、３ページをお願いします。 

 チッソ株式会社貸付金県債償還等特別会計

繰出金ですが、20億9,181万円余を計上して

おります。 

右側の説明欄に記載しておりますとおり、

平成７年政治解決の一時金県債や特別県債な

どの元利償還に充てるため、特別会計に繰り

出すものでございます。 

 以上、一般会計は、合計22億4,487万円余

を計上しております。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 チッソ県債に係る特別会計につきまして御

説明します。 

 各予算につきましては、平成12年の閣議決

定に基づく金融支援抜本策に沿いまして、チ

ッソの今年度の決算が経常利益25億円にとど

まり、チッソからの返済可能額が本年度に続

きゼロ円になる見通しとして算定しておりま

す。 

 まず、１段目及び２段目ですが、これは、

患者県債の元金及び利子の償還に要する経費

でございます。 

 次の３段目、４段目につきましては、平成

７年政治解決時の一時金県債の元金及び利子

の償還に要する経費でございます。 

 ５段目の特別貸付金につきましては、チッ

ソからの返済が不足する額の一部について特

別県債を発行し、チッソに貸し付けるもので

ございます。 

 ５ページをお願いします。 

 １段目及び２段目は、特別県債の元金及び

利子の償還に要する経費でございます。 

 ３段目及び４段目は、平成22年水俣病特措

法による救済のために発行した一時金県債の

元金及び利子の償還に要する経費でございま
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す。 

 以上により、特別会計の合計として、27億

3,441万円余を計上しております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○原田水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 説明資料の６ページをお願いいたします。 

 ２段目の公害保健費でございますが、87億

6,400万円余を計上しております。 

 右側の説明欄に主な事業を記載しておりま

す。 

 まず、１の公害被害者救済対策費の(1)水

俣病関連情報発信支援事業は、水俣市など水

俣病発生地域の市や町が行う情報発信の取組

に対する補助でございます。 

 (2)環境・福祉モデル地域づくり推進事業

は、水俣病犠牲者慰霊式やもやい祭りなどの

取組に対する補助でございます。 

 次の２、水俣病患者保健福祉事業費は、水

俣病認定患者の家庭を保健師が訪問し、療養

指導を行うものでございます。 

 続いて、７ページをお願いいたします。 

 ３の水俣病総合対策事業費の(1)胎児性・

小児性水俣病患者等の地域生活支援事業は、

外出支援や交流サロンなど、胎児性・小児性

患者の方々の日常生活や社会参加の支援に要

する経費でございます。 

 (2)水俣病総合対策費等扶助費は、水俣病

被害者手帳を所持する方の医療費の支給など

に要する経費でございます。 

 (3)水俣病発生地域リハビリテーション強

化等支援事業は、水俣病発生地域におけます

リハビリテーションの実施に対する補助でご

ざいます。 

 以上、水俣病保健課、合計88億4,900万円

余を計上しております。御審議のほどよろし

くお願いいたします。 

 

〇枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の８ページをお願いいたします。 

 下の段の公害保健費でございます。１億

7,100万円余を計上しております。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 １の公害被害者救済対策費でございます

が、(1)公害健康被害認定審査会は、審査会

の運営に要する経費でございます。 

 (2)の水俣病認定検診費は、審査の前提と

なります疫学調査や検診に要する経費でござ

います。 

 (3)の争訟対策費は、水俣病関係の訴訟や

行政不服審査請求に対応するための経費でご

ざいます。 

 次に、２の水俣病総合対策事業費でござい

ますが、(1)の治療研究事業扶助費は、水俣

病の認定申請後１年を経過した方で、一定の

要件を満たす方に対しまして、認定または棄

却決定までの間、医療費を支給する事業でご

ざいます。 

 資料の９ページをお願いいたします。 

 (2)の水俣病診療拠点設置・ネットワーク

構築事業は、熊本大学と水俣･芦北地域の基

幹病院等をネットワークで結び、大学の医師

から専門的な助言、指導等を受けることがで

きるようにする事業でございます。 

 水俣病審査課の説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇吉澤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の10ページをお願いします。 

 １段目の人件費の補足をさせていただきま

す。 

 特定財源欄に200万円余がございますが、

これは、九州電力から企業版ふるさと納税と

して人員派遣と人件費見合いの寄附を受けて

おりますので、その寄附金でございます。 

 次に、２段目の計画調査費でございます。
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１億6,000万円余を計上しております。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 １に公営企業貸付金がございます。関連す

る項目がありますので、すみませんが13ペー

ジを御覧いただけますでしょうか。ここに、

工業用水道事業会計繰出金というのがござい

ます。併せて説明させていただきます。 

 まず、10ページの貸付金は、工業用水道事

業の資金不足に対する資金手当てとしての貸

付けでございます。 

 一方、13ページの繰出金は、元利償還金の

一定割合や児童手当など、一般会計が負担す

べきと整理された費用に対する補助でござい

ます。こういう違いがございます。 

 10ページにお戻りください。 

 ２の水資源開発調査費の(2)、新規の事業

でございますけれども、雨水浸透施設促進事

業でございます。 

 田畑が宅地化されますと、雨水等が地下に

浸透せず河川へ流れ込み、結果、水位の上昇

を招きます。 

 地下水浸透ますを設置すれば、地下水が保

全され、併せて河川の流入が制限されますの

で、その涵養効果と設置するエリアの検証を

行い、今後の設置推進につなげるための経費

でございます。 

 次に、３の地下水保全対策費は、地下水保

全条例の運用と地下水の使用削減、涵養対策

等に要する経費でございます。 

 続きまして、11ページの公害対策費でござ

います。３億4,100万円余を計上しておりま

すが、右側の説明欄をお願いします。 

 ２の(1)環境センター運営事業は、高圧受

変電設備の改修のために１億円ほど増加して

おります。 

 ４の環境立県推進費のうち、(1)有明海・

八代海再生推進連携事業は、有明海、八代海

の再生に向けて、県大や熊大、九大と連携し

て、河川の砂の海域への供給等について調

査、検討を行っております。 

 おめくりいただきまして、12ページをお願

いします。 

 (3)県民ゼロカーボン行動促進事業は、県

民行動ブックと、こういうものを作りまし

て、ＣＯ２削減に向けた具体的な行動や削減

効果、また経済的メリットを見える化して、

ホップ、ステップ、ジャンプと段階的に整理

しておりますので、これを活用して県民運動

の促進に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 次に、(4)の2050くまもとゼロカーボン推

進事業でございます。 

 まず、初期投資ゼロモデルとありますけれ

ども、県南広域本部、芦北、球磨の両振興

局、計３か所で事業者に駐車場を貸し付け、

県の初期投資はゼロで太陽光設備を設置する

などの率先行動に取り組みます。 

 なお、他部局の予算でございますけれど

も、振興局等にはＥＶの電気自動車を導入し

て蓄電池として活用しまして、災害時には非

常用電源として活用する予定にしておりま

す。 

 また、事業所のＣＯ２削減とありますけれ

ども、九電や企業と連携して検討しまして、

中小企業に対して、さらに横展開を図ってま

いりたいと考えております。 

 続きまして、(5)球磨川流域ゼロカーボン

先進地創出事業ございます。 

 球磨川流域をモデルに断熱リフォーム等を

引き続き支援してまいりたいと考えておりま

す。 

 下段の公害規制費でございますけれども、

170万円余を計上しております。 

 出前講座や水の作文など、水環境教育の推

進に要する経費でございます。 

 環境立県推進課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇西村環境保全課長 環境保全課でございま

す。 
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 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 まず、公害対策費といたしまして、１億

3,700万円余を計上しております。 

 主な事業を御説明いたします。 

 右側の説明欄２の環境政策推進費を御覧く

ださい。 

 (2)の環境影響評価審査費でございます

が、これは、環境影響評価法及び熊本県環境

影響評価条例に基づく環境アセスメントに係

る審査手続に要する経費でございます。 

 (3)の流水ダム環境影響評価審査費は、川

辺川に計画されております当該ダムに係る法

と同等の環境アセスメント審査手続に要する

経費でございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 公害規制費といたしまして、２億600万円

余を計上しております。 

 主な事業を御説明いたします。 

 まず、説明欄１の公害防止指導費でござい

ます。  

 (1)の環境関係連絡調整費は、公害紛争調

停及びタブレット端末からのモバイル接続機

能などを追加して、公害台帳システムの整備

等を行う経費でございます。 

 (3)の水質汚濁規制費は、工場事業場の立

入検査や排水分析など、水質汚濁防止法に基

づく監視、指導に要する経費でございます。 

 (4)の硝酸性窒素対策推進事業は、硝酸性

窒素による地下水汚染対策を推進するため、

硝酸性窒素濃度が環境基準値を超過している

地域における調査及び令和５年度に予定して

おります県全体における削減計画の策定に向

け、これまでに蓄積された調査結果のデータ

ベース化等に要する経費でございます。 

 続きまして、16ページをお願いいたしま

す。 

 説明欄の２、公害監視調査費でございま

す。 

 (1)大気汚染監視調査事業は、県内20か所

に設置している測定局での光化学オキシダン

トなど大気汚染物質の常時監視等に要する経

費でございます。 

 (2)環境放射能水準調査は、国の委託を受

け、県庁をはじめ県内６か所に設置しており

ますモニタリングポスト等による大気中の放

射線量や農作物などの放射性物質の調査に要

する経費でございます。 

 (5)水質環境監視事業及び(6)地下水質監視

事業は、水質汚濁防止法に基づき作成してお

ります公共用水域測定計画による公共用水域

及び地下水の水質の常時監視等に要する経費

でございます。 

 続きまして、17ページをお願いいたしま

す。 

 (9)大気汚染常時監視測定局舎更新事業

は、さきに16ページで御説明いたしました

(1)大気汚染監視調査事業で使用しておりま

す測定局２か所の老朽化に伴う更新等に要す

る経費でございます。 

 続きまして、２段目、環境整備費といたし

まして、２億2,300万円余を計上しておりま

す。 

 主な事業を御説明いたします。 

 説明欄の上水道費、(1)水道施設整備事業

は、市町村等が実施する水道施設の耐震化な

ど、水道施設整備に対する国の交付金助成等

に要する経費でございます。 

 (2)水道広域化施設整備利子補給事業は、

八代工業用水を上水道に転用して給水してお

ります上天草・宇城水道企業団に対し企業債

利子償還金を助成する事業でございます。 

 以上、総額で５億6,600万円余を計上いた

しております。御審議のほどよろしくお願い

いたします。 

 

〇前田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 鳥獣保護費でございますが、１億3,300万

円余を計上しております。 
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 右側説明欄３の鳥獣保護対策事業費でござ

いますが、(1)鳥獣保護対策事業費につきま

しては、猿、クリハラリスなどによる農林業

や生活環境被害防止のため、市町村が行う有

害鳥獣捕獲の経費補助に要する経費でござい

ます。 

 (2)の特定鳥獣適正管理事業は、鹿による

農林業被害防止や生態系保護のため、市町村

が実施する鹿の捕獲に対する補助を行いま

す。並びに、先ほど部長からの総括説明にも

ございましたが、鳥獣被害に対する効果的、

継続的な対策には、狩猟免許取得者の中でも

減少している銃猟者の確保、育成が急務であ

ることから、新たに免許取得した方が実際の

捕獲にスムーズに取り組むことができるよ

う、地元熟練ハンターによる射撃訓練場等で

の研修や鳥類の捕獲に必要な洗浄の訓練の技

術研修を行うものでございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 右側説明欄(3)の特定外来生物防除対策事

業につきましては、アライグマ被害対策を行

う市町村への支援や研修を行う経費でござい

ます。 

 (4)の指定管理鳥獣捕獲等事業は、通常の

捕獲が進まない奥地等を対象に、県が主体と

なり、鹿やイノシシの捕獲事業を行う経費で

ございます。 

 ２段目、自然保護費でございますが、

5,400万円余を計上しております。 

 １ページめくっていただいて、20ページを

お願いいたします。 

 右側説明欄３の自然環境保全対策事業費

は、自然環境保全地域での保全対策や希少野

生動植物の保護対策を行う経費でございま

す。 

 (4)の生物多様性普及啓発事業は、県で作

成しております生物多様性くまもと戦略の改

定を行うものでございます。 

 21ページをお願いいたします。 

 観光費でございますが、４億7,500万円余

を計上しております。 

 説明欄２、(2)自然公園等施設リニューア

ル事業は、自然公園内の県有施設の維持活用

のための整備を行うもので、登山道の整備や

トイレの撤去、また球磨川流域の復旧、復興

に資するため、今年度実施しました九州自然

歩道利活用のための調査を踏まえたツアーの

造成等を計画しております。 

 (3)の国立公園における国際化・老朽化対

策等整備交付金事業は、自然公園施設の整備

を行うものですが、先ほど説明いたしました

九州自然歩道利活用のための調査を踏まえた

施設等の整備や市町村が実施する施設整備に

要する助成を行います。 

 22ページをお願いします。 

 説明欄(4)の国立公園満喫プロジェクト推

進事業は、阿蘇くじゅう国立公園の歩道改修

やトイレ施設の整備等、また、雲仙天草国立

公園においては、ビジターセンターの整備や

歩道整備等、併せて両国立公園で市町村が実

施する施設整備に対する助成を計画しており

ます。 

 以上、自然保護課は、総額６億6,300万円

余を計上しております。御審議のほどよろし

くお願いします。 

 

〇小原循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 説明資料、続いて、23ページをお願いいた

します。 

 ２段目の環境整備費として、５億5,149万

円をお願いしております。 

 右側説明欄をお願いします。 

 １、一般廃棄物等対策費４億305万円余の

主なものとして、(1)海岸漂着物対策推進事

業は、海岸漂着物の発生抑制対策や回収、処

理を行う市や町に助成を行うものです。 

 (2)は、災害廃棄物処理基金補助事業で

す。令和２年７月豪雨により発生した災害廃

棄物の処理を行う市町村に対して、国からの
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補助金を基金に積み立てた上で助成を行うも

のでございます。 

 (3)は、海洋プラスチックごみ対策事業で

す。プラスチックごみの排出を抑制するため

の啓発などに加え、リサイクル推進のため市

町村の取組を支援いたします。 

 おめくりいただいて、24ページをお願いい

たします。 

 ２、産業廃棄物対策費9,858万円余の主な

ものとして、(1)不法投棄等防止対策事業

は、不法投棄防止のための巡回指導等に要す

る経費です。 

 (2)のリサイクル製品等利用促進事業は、

リサイクル製品の認証を行い、またリサイク

ル関係の施設整備などに対して助成を行うも

のです。 

 １つ飛びまして、３、産業廃棄物等特別対

策事業費1,605万円余の主なものとして、(1)

ごみゼロ県民運動推進事業は、廃棄物の削減

に向けた周知啓発等に要する経費です。 

 25ページをお願いいたします。 

 ４、産業廃棄物税基金積立金の3,380万円

余は、産業廃棄物税基金に預金利子や公共関

与整備貸付金、エコアくまもと分ですが、こ

の償還額を積み立てるものでございます。 

 これらの事業によりまして、ページ一番下

の左側ですが、総額７億4,491万円余を計上

しております。 

 循環社会推進課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇田元くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 資料、26ページをお願いいたします。 

 下段の交通安全対策促進費といたしまし

て、9,579万円余を計上しております。 

 主な事業といたしまして、１の交通安全総

合対策費の(1)高齢運転者安全運転支援装置

等設置推進事業8,084万円余は、高齢運転者

の安全運転を支援するため、アクセルとブレ

ーキの踏み間違いを防止する装置とドライブ

レコーダーの設置に対する助成を、新規事業

として行う経費でございます。 

 また、(2)交通安全特別啓発事業608万円余

については、令和３年３月の熊本県の交通安

全水準のさらなる向上に関する宣言決議で示

されました飲酒運転の根絶と自転車の安全利

用の徹底の広報啓発を、新規事業として行う

経費でございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 上段の諸費でございますが、社会参加活動

推進費といたしまして、3,654万円余を計上

しております。 

 主な事業といたしまして、(2)の犯罪被害

者等支援推進事業3,549万円余は、性暴力被

害者のためのワンストップ支援センターの運

営、広報のほか、犯罪被害者等への見舞金制

度等に要する経費でございます。 

 28ページをお願いします。 

 青少年育成費といたしまして、769万円余

を計上しております。 

 主な事業といたしまして、(5)のグローバ

ルジュニアドリーム事業556万円余は、小中

学生等を台湾へ派遣し、交流活動を通してグ

ローバル社会に視野を向けた育成を図るもの

でございます｡ 

 29ページをお願いします。 

 農業総務費は、地域食品振興対策費といた

しまして、1,840万円を計上しております。 

 (3)の食品検査体制整備事業1,611万円余

は、食品の残留農薬等の検査を行う際に使用

する検査機器のリース料等の経費でございま

す。 

 以上、合計２億7,760万円余をお願いして

おります。 

 次に、条例関係について御説明いたしま

す。 

 議案第69号、熊本県少年保護育成条例の一

部を改正する条例の制定についてですが、内

容につきましては、36ページの条例(案）の
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概要で説明させていただきます。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、これまで婚姻開始年齢は、男性は18歳か

ら、女性は16歳からとされていましたが、令

和４年４月１日の改正民法施行により、男女

とも18歳からとなります。これに伴い、条例

にある婚姻女性に関する規定の削除を行うも

のでございます。あわせて、その他規定の整

理を行うものでございます。 

 次に、２の改正の内容でございますが、条

例にある少年の定義から婚姻した女性を除く

という規定を削除するとともに、その他規定

の整理をしております。 

 条例の施行日につきましては、民法改正に

伴う改正は４月１日とし、文言修正の改正は

公布の日を予定しております。 

 最後に、民法改正に伴う改正につきまして

は、附則で経過措置を設けており、16歳から

17歳で婚姻している女性は、条例改正前と同

じく、少年の定義から除くものとしておりま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

〇福永消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 予算説明資料にお戻りいただきまして、30

ページをお願いいたします。 

 消費者行政推進費といたしまして、２億

400万円余を計上しております。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 ２の消費者行政推進費の主な事業といたし

まして、まず(1)は新規事業でございます。

今年度末策定予定の県食品ロス削減推進計画

に基づき、広報啓発や消費者教育等を通し

て、県内の食品ロス削減を図るための経費で

ございます。 

 次に、(2)の消費者行政推進対策事業は、

消費生活審議会の運営や事業者の行政指導等

に要する経費でございます。 

 次に、(3)の地方消費者行政推進事業は、

県消費生活センターや市町村の消費生活相談

窓口の強化を図るため、相談員のスキルアッ

プや相談対応の連携、市町村への補助等に要

する経費でございます。 

 次に、(4)の消費者自立のための生活再生

総合支援事業は、感染症拡大による経済的な

課題をはじめ、生活再生の支援が必要な方に

対し、債務整理から家計管理指導、生活資金

の貸付けまでの一貫した支援に要する経費で

ございます。これは、コロナ対策分としてお

願いしております。 

 次に、資料の31ページをお願いします。 

 (5)の災害関連消費生活相談機能強化事業

は、消費生活相談会の開催など、相談窓口の

強化等に要する経費でございます。同じく、

コロナ対策分としてお願いしております。 

 続きまして、３の消費生活センター費は、

県消費生活センターでの相談対応や商品テス

ト等に要する経費でございます。 

 消費生活課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

〇木村男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 説明資料、32ページ２段目、諸費の右側説

明欄をお願いします。 

 社会参加活動推進費819万円余は、ＮＰＯ

法人の認定等に要する経費のほか、地方創生

の担い手として意欲的に活動するＮＰＯ法人

に、運営面で伴走型の支援を行うものです。 

 ３段目の社会福祉総務費では、１億6,900

万円余をお願いしております。 

 右側説明欄を御覧ください。 

 ２の社会福祉諸費は、くまもと県民交流館

パレアの指定管理委託料、ビル管理組合負担

金など維持管理、運営に要する経費でござい

ます。 

 ３の男女共同参画推進事業費は、県計画に

基づき、男女共同参画を総合的かつ計画的に
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進める事業費です。 

 主な事業を御説明します。 

 33ページ、(3)のくまもとの女性活躍促進

事業では、新たに企業や行政等の役員、管理

職や研究者など様々な分野で活躍する女性を

若い女性たちが将来像を思い描く際の参考と

なるロールモデルとして発信する取組を、蒲

島知事がリーダーを務める九州知事会のプロ

ジェクトとして行います。 

 (5)の男女共同参画政策企画事業は、本県

の若年女性の転出超過数が男性を上回ること

から、都市圏への転出者等へのアンケート調

査等による要因分析を実施し、女性目線での

移住、定住推進に有効な施策立案につなげる

ものです。 

 以上、総額１億9,770万円余をお願いして

おります。 

 男女参画・協働推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

〇鈴人権同和政策課長 人権同和政策課でご

ざいます。 

 資料は、34ページをお願いいたします。 

 まず、上段の諸費でございます。１億630

万円余をお願いしております。 

 一番右の説明欄をお願いいたします。 

 ２、人権啓発推進費につきまして、5,939

万円余をお願いしております。 

 主な事業といたしまして、(1)人権啓発活

動市町村委託事業、これは、市町村が行う人

権啓発活動を支援する経費でございます。 

 (2)広報・啓発事業、これは、当課が行う

広報、啓発事業に要する経費でございます。 

 続きまして、下段の社会福祉総務費でござ

います。２億684万円余をお願いしておりま

す。 

 一番右の説明欄をお願いします。 

 ２、地方改善事業費につきまして、１億

5,811万円余をお願いしております。 

 内訳といたしまして、(1)地方改善事業

費、これは、市町村が設置、運営する隣保館

事業を支援する経費でございます。 

 (2)人権問題連携調整費、これは、行政や

関係団体等と連携した啓発活動に関する経費

でございます。 

 以上、合計３億1,314万円余をお願いして

おります。御審議のほどよろしくお願いいた

します。 

 

○松村秀逸委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明してください。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

〇城下広作委員 まず10ページ。新規事業

で、雨水浸透施設促進事業とあります。 

 これは、設置のエリア等も、今現在やって

いるところの検証なのか、今後またどこをす

るかということを検証するようなことなのか

はっきり教えてもらいたいということと、続

いて、その下に地下水保全対策費とあります

けれども、今回ＴＳＭＣが進出します。その

本体自体も相当地下水を使うというのは、そ

れは分かっております。 

 関連する企業も熊本に結構来ますけれど

も、それ以外の企業も地下水の、いわゆる採

取許可の申請を出すような流れだと思う。今

現在、何か所ぐらい、何企業来ているのか、

どの程度の地下水採取の許可を出しているの

かということが分かれば教えてください。 

 あわせて、14ページにも地下水保全対策費

という、この事業も、もともとずっと審議会

もあります。今後こうやって企業がいろいろ

地下水をすると、どうやって皆さんに節約し
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てもらう、有効に使ってもらう、また、それ

をどうやって涵養していくかというようなこ

とを、その都度県はしっかり指導しなければ

いけないと思うけれども、これの考え方をま

とめて、もしあるならば教えてください。 

 

〇吉澤環境立県推進課長 では、まず地下水

涵養ますの事業について御説明させていただ

きます。 

 まず、エリアですけれども、基本的には地

下水の今保全区域を考えております。今でも

地下水財団等からの支援の事業はございます

けれども、なかなか推進していないというの

が実情でございます。 

 それで、今回どれだけ効果があるのかとい

うこと、それと、エリアの部分につきまして

は、例えば、崖地とかであると、それを設置

したことでより危険性を増すと、あと地下水

の水位が高いところに設置すると、逆に影響

を及ぼすというようなところがありますの

で、どちらかというと、そういうあまりよく

ない場所、それとどこが効果的か、そういう

ようなエリア分けというものをさせていただ

ければと考えております。 

 そういうような、効果とよくないところの

見える化をして、推進してまいりたいという

考えでございます。 

 続きまして、ＴＳＭＣの関係で、企業の許

可とか今どれだけ出しているのかという質問

についてでございます。 

 今地下水の許可は、約1,000件出しており

ます。ただ、それが私も手元でどれが企業分

なのか、どれが農業分なのかという区分けと

いうのは、私、今数字を手元に持ちませんの

で、その辺り分かりましたら、また御説明さ

せていただければと思います。 

 相談があっている件数とかにつきまして

は、ＴＳＭＣの関係で相談はあっておりま

す。その関係で、どうやって保全していくか

ということについて、併せて御説明させてい

ただきますと、まずはソニーが合弁会社とし

てされるということですので、ソニーさんが

今取っていただいている水源涵養の取組、こ

れについては同等以上の取組をお願いしたい

ということを、まずお願いしております。 

 例えば、場内の地下水浸透というのは、外

に出すことなく、全て地下に浸透してもら

う。それと、ソニーさんであれば白川中流域

での灌水事業に取り組んでいただいておりま

して、今自社で利用しているものよりも多

い、計算上は、地下水涵養を取り組んでおら

れるというような実績があると聞いておりま

す。そういうソニーさん以上の取組というよ

うなものをお願いしたいということで、強く

申入れをさせていただいているところでござ

います。 

 また、そのほかの企業等の今後進出も予想

されるところでございますので、同じくでき

るだけの地下水涵養また節水、それと自社等

での涵養、そういったものを引き続き要請し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

〇城下広作委員 さっきの宣言というのは、

今まであっている宣言、それとも新規での宣

言ということは、これはないですよね。 

 

〇吉澤環境立県推進課長 今まであっている

宣言でございます。 

 

〇城下広作委員 地下水の申請は箱を建てて

からじゃないと、今の段階でこういう工事を

しようとするときに、先にボーリングする、

順番的に先に申請するから、今大体必要とす

るところは母家が建つ前に申請しますもん

ね。だから、多分そういう段階で、もうそろ

そろ申請をするところが結構出てきますの

で、どのくらいかということをよくよく気に

留めていただいて、そしてまた、申請するな

ら、とにかく大事に使うということは最初に
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言っておかないとなかなか難しい。ただだか

らという感覚ではちょっと熊本は困ると。 

 それと雨水ますの分は、基本的には菊陽台

地、菊陽町とか大津とか、こういうところが

熊本市の地下水の涵養ということで推進をし

ていたんだけれども、なかなか設置をしない

と、広がらないということで、結構住宅地に

なるけれども、これはしっかりと雨水がその

まま浸透ますに行くと、少しでも行くような

場所というのは、もし大体分かっていれば積

極的に各町村にも言うべきではないかなとい

うふうに思います。 

 それは、もうそれで結構です。 

 それともう１点、30ページ、新規で食品ロ

スの削減推進事業とあって、啓発に頑張りま

すと言ったんだけれども、もう一つ、消費者

教育と言うんですけれども、当然、我々も消

費者なんですけれども、食品ロスというの

は、みんな食べ物を残す残さぬというのは、

一般の方はたくさんあって、こういう幅広い

人たちをどういう形で消費者に教育という

か、コマーシャルとか広告だけとかいうんじ

ゃなくて、具体的に何か効果的なものを考え

ているのか、この辺の考えを教えてくださ

い。 

 

〇福永消費生活課長 ただいまの消費者教育

ですけれども、食品ロスに関しては、例え

ば、今小学校、中学校、高校にも家庭科等を

通して広く行われておりますけれども、お金

の使い方であったり、無駄なものを買わない

とか、そういったことを教育のほうでもやっ

ておりますので、そういうことを積み重ねな

がら消費者教育としてやっていきたいと思っ

ております。 

 

〇城下広作委員 学校現場では、教育は非常

に、子供さんたちには早くから言うと大分言

うことを聞くけれども、問題は大人ですよ

ね。なかなか我々も含めて、我々がそういう

感覚になるかというのは、よほどしっかり違

う形で教育しないと、なかなかみんな受け入

れられないんじゃないかというか、やっぱり

できないんじゃないかという……。 

これはちょっと知恵を使って頑張ってくだ

さいという要望でよろしいです。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

〇鎌田聡委員 まず14ページですね、環境保

全課ですけれども、７月豪雨分で流水ダムの

環境影響評価審査費というのがございます

が、現在までに、これどのくらい回数を重ね

て審査をやられてきているのかということを

ちょっと教えていただきたいと思います。 

 

〇西村環境保全課長 これ国のほうで、先日

３月９日、第３回目の流水型ダム環境保全対

策検討委員会というものがございました。そ

の前、昨年の12月14日に第２回目が開催され

ております。 

その第２回目で、法律で言うところの配慮

書に相当する環境配慮レポート案というのが

示されております。その中でいろいろな意見

が出まして、先日の３月９日の第３回の検討

委員会で修正案が示されております。 

 その中では、特に委員からの意見はなかっ

たというようなことで、その修正案がすぐ県

のほうに提出されるのではないかというふう

に考えております。 

 

〇鎌田聡委員 では、その修正案が出てき

て、その後、非常に予算的にちょっと少ない

なというふうな見方をしているんですけれど

も、これからまだ何回かこれ重ねていくんで

すよね。どういう……今後のスケジュールと

いうのをちょっと教えていただきたいと思い

ます。 

 

〇西村環境保全課長 今後のスケジュールと
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しましては、配慮レポートが提出された後で

審査会、条例で言いますと熊本県環境影響審

査会というのがございますが、この川辺川ダ

ムの流水型ダムにつきましては、法と同等の

ということで、法律に基づくものではござい

ません。それで、新たにこの流水型ダムに係

る審査会を設けまして、法と同じような手続

をもって審査していくようになります。 

 今回この予算に上げております分につきま

しては、会の運営費、例えば、委員さんたち

の報酬であったり、視察の旅費であったり、

その分がほとんどでございます。 

 

〇鎌田聡委員 かなり少ないなと、額的に。

これから視察とか重ねていかれるんであれ

ば、もう少しかかるんじゃないかなというよ

うな見方をしていましたので、多分、まあま

あこれで収めていかれるのか分かりません

が、いずれにしても、今検討委員会から今度

審査会に移っていくということでいいんです

かね。 

 

〇西村環境保全課長 まだ国の正式なスケジ

ュールが発表されていませんが、今後配慮レ

ポートが提出された後に、県でそういう審査

会を開きまして、いろいろ審査していくとい

うことになります。 

 

〇鎌田聡委員 法と同等のということでやら

れますので、一応ダムの概略は出てきました

けれども正式なものがどうか分かりませんの

で、これからの対応と思いますので、しっか

りとその辺の審査をやっていただくように要

望いたしておきます。 

 それと８ページ、水俣病審査課にお尋ねし

ます。 

 水俣病総合対策事業費ですね、治療研究事

業扶助費3,100万ですか、今認定申請後１年

経過した、審査が終わってない人たちですよ

ね、１年経過をした人がどのくらいいて、そ

の人数と何年ぐらい待たされているのか、そ

れちょっと教えてもらっていいですか。 

 

〇枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 まず１点目の、この治療研究事業の対象の

方がどれくらいいらっしゃるのかということ

でございますが、令和４年２月末現在で手帳

の交付者の方は170人いらっしゃいます。 

 あと２点目でございますけれども、どれく

らい審査にかかっているかというふうな御質

問でございますけれども、現在、令和４年２

月末時点で、申請者の方が360人今いらっし

ゃる状況でございます。 

 現在の進め方としましては、１つは新型コ

ロナの影響がございまして、以前のように、

なかなか自宅に伺がったりというのが、感染

の状況を見極めながら進めておりますので、

以前のようなスピード感ではなかなかできて

いないところではあるんですけれども、現在

この方々が非常に、すぐに検診に応じていた

だける方、あとは申請者の個々の事情の中で

なかなか検診に応じていただけない方もいら

っしゃる状況でございます。 

 検診に応じていただけない方が、大体、現

在全体の約４割ほどいらっしゃいまして、

360人の中で、ある程度速やかに審査まで進

めていける方たちと、あとはなかなか検診に

応じていただけない方もいらっしゃいますの

で、非常に差があるというのが現状でござい

ます。 

 その方たちに関しましては、それぞれの自

宅訪問や文書などで連絡を取らせていただき

まして、その理由をお一人お一人確認いたし

まして、可能な限り疫学調査や検診に応じて

いただけるように、しっかりと調整を重ねて

粘り強く進めているところでございます。 

以上でございます。 

 

〇鎌田聡委員 では、この対象者が、１年以
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上が170人ということですよね。 

 

〇枝國水俣病審査課長 はい。 

 

〇鎌田聡委員 そこで、長い人で何年ぐらい

ですか。 

 

〇枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 10年以上の方ということですか。――10年

以上の方が、現在10名いらっしゃいます。 

 

〇鎌田聡委員 かなり、やっぱり待たされて

いるというか、表現は分かりませんけれど

も、先ほどの話でいくと、その検診に応じて

いただけない人が４割ぐらいいらっしゃると

いうことで、これはどういう理由で応じても

らえないんですか。 

 

〇枝國水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 これまで文書ですとか、先ほど申し上げま

した自宅訪問などを繰り返しながら、個々の

理由をお尋ねしておりますけれども、大体、

理由としては、例えば体調不良のため今は外

出したくないということですとか、仕事のた

めに忙しくて都合がつかないというのがほと

んどの理由でございまして、何回も何回も、

今回どうでしょうかということを御案内しな

がら丁寧に進めている状況でございますが、

理由として申請者の方がおっしゃるのは、今

申し上げましたような理由がほとんどでござ

います。 

 以上でございます。 

 

〇鎌田聡委員、はい、分かりました。 

 御苦労も県としてはいろいろされていると

思いますけれども、いずれにしましても、か

なりの年月ずっと待たされているのかどうな

のか分かりませんけれども、そういう方々も

いらっしゃいますので、丁寧かつまたいろい

ろな対応も、かなり年齢も上がっている方が

多いと思いますから、しっかりと対応してい

ただきますようにお願いをしておきます。 

 もう１件。 

 

○松村秀逸委員長 どうぞ。 

 

〇鎌田聡委員 26ページ、くらしの安全推進

課ですね。 

 新規事業で、高齢運転者の安全運転装置の

設置推進事業ということで出ておりますけれ

ども、非常にやっぱり高齢者の事故防止とい

うことでありがたい制度でございますけれど

も、これまでも取組をされてきたと思います

けれども、これまで何台ぐらい取り付けてこ

られて、今回、新しい予算では何台ぐらい見

込んでおられるのかを教えて……それと、高

齢者というのは何歳からになるのか教えてい

ただきたいと思います。 

 

〇田元くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 まず、今年度やっておりました事業につい

て御説明いたします。 

 今年度、県が交通安全推進連盟と連携しま

して、ドライブレコーダーの設置事業を実施

いたしました。これは、700万円ほどの予算

を使いまして、700台程度の車両にドライブ

レコーダーを設置しようという事業でありま

した。ドライブレコーダー１台当たり１万円

の補助をつける、65歳以上の方が運転する車

に設置する場合に１万円の補助をということ

です。２月末で事業が終了いたしました。 

 その設置率といいますのが88.3％というこ

とで、残念ながら100％になりませんでし

た。その理由といたしましては、設置の協力

事業者というのを募集したんですが、この中

には新車を扱うディーラーなどもございまし

た。ディーラー等は、新車販売の際にドライ
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ブレコーダーを設置するということを考えて

おられたんですが、この半導体不足の影響等

もございまして、新車の納期が予定どおり行

われなかったということで設置が伸びなかっ

たということになります。 

 次に、来年度の事業につきまして説明しま

すが、来年度は、ドライブレコーダーととも

に踏み間違い防止装置、この２種類の補助を

実施いたします。 

 ２か年計画でやるんですが、取りあえずの

４年度につきましては、どちらも2,500台ず

つということで予算を計上しております。 

 ５年度につきましては、その４年度の実施

状況を勘案しまして、また要求をしていきた

いというように考えているところです。 

 委員から御質問のございました、今どのく

らいの車に取り付け、設置がされているのか

という数字については、出していたんですが

今ちょっと手元にありませんので、また後ほ

ど御報告に上がりたいと思います。 

 以上です。 

 

〇鎌田聡委員 これまでの事業も非常に申込

みがいっぱいいっぱいということで伺ってお

りますし、新年度の事業にも期待が大変大き

いというふうに思っております。あとは、心

配しますと、半導体の話ありましたけれど

も、こういった機器の、あと品不足とか、そ

ういったものもちょっと心配をしております

けれども、いずれにいたしましても、２年計

画でやられるということでございますので、

しっかりと対応していただいて、これが本当

に高齢者の事故防止につながるように、寄与

できる事業だと思っておりますから、しっか

りと頑張っていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

〇松田三郎委員 説明資料、18ページだと思

います。前田課長の御説明がありましたが、

その冒頭の部長の総括説明でも、２ページの

中段ぐらいに射撃研修等による云々というの

が、これ銃猟者と読む……。 

 

〇前田自然保護課長 はい。 

 

〇松田三郎委員 銃猟者の確保、育成と書い

てある。これに対応するのが、さっきの18ペ

ージの説明資料の３の(2)の最後、銃猟者の

担い手育成云々。確かにもうここ数年、有害

鳥獣の駆除は、大分国も県も力を入れて、重

要な問題であるという認識をいただいている

ようでございます。 

 一方、狩猟の免許を持っている方がだんだ

ん高齢化して、そして少なくなってという状

況の中で、免許を取っても確かにすぐ明くる

日からどんどん撃って物になるかというと、

その練習なり研修が必要なんだろう、だから

当然もうちょっと早くてもよかったかなと思

いますが、これ別にマル新と書いてないの

で、対象、メニューをここの事業で増やした

ということなのかどうかが１点と、もう１回

簡潔に、射撃場でどうのこうのというお話で

したけれども、説明していただければと思い

ます。 

 

〇前田自然保護課長 松田委員がおっしゃっ

た１点目につきましては、この(2)の事業を

膨らませたといったところでございます。 

 ２点目でございますけれども、射撃場等で

の訓練というのは、県内にも御船、城南のほ

うにございますけれども、そういったクレー

射撃をやっている、散弾銃であるとか、あと

福岡とか佐賀にございます射撃訓練場に行っ

て、ベテランの人に教えてもらう、新しく免

許を取られる方が教えてもらうと、そういっ

たことを考えております。 

 

〇松田三郎委員 これ、初めてですよね、来
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年度から当初予算で、県外の射撃場でもオー

ケーということ。今の話。 

 

〇前田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 県内の射撃場は散弾銃ということでござい

まして、それで県外の射撃場はライフル銃と

かいうことで、自由に対応できるようにして

いきたいというふうに思っております。 

 

〇松田三郎委員 分かりました。 

 関連して、以前も何回かお聞きしたと思い

ますけれども。ここで言うなら、次のページ

にまたがりますけれども、３の中の(1)、

(2)、(3)、(4)、たしか、この主体が違うと

か、あるいは対象が違うとか、簡潔な説明で

すけれども、これ市町村なのか県なのか、あ

るいは相手、相手というか対象が鹿、アライ

グマ、日本鹿、イノシシ等々と書いてありま

すが、これはあれですか、我々が思うほど簡

単じゃないかもしれませんし、補助のメニュ

ー云々があるかもしれませんが、何かこう統

合して、大きなとは言いませんが、ざっくり

したような制度にはできないのかなと単純に

思いますけれども、できない理由があればち

ょっと教えていただきたい。今の意図分かり

ますか、質問の。１から４番を何かざくっ

と、対象をこう列挙して、県か市町村がする

場合はこれの事業でいきます、これはさっき

の射撃場での練習も含みますとか、そういっ

たメニューにはできないのかなと思いまし

て。 

 

〇前田自然保護課長 委員が今おっしゃった

ように、たまたま(1)から(4)に分かれている

のは分かりにくいとおっしゃるのは重々分か

ります。 

 国の補助が付いたり単県であったり、あと

水森税で使ったりとか様々でございますの

で、ちょっと分かりやすいようにメニューを

県民の皆さんに理解できるように工夫はして

まいりたいと思っております。事業をどうま

とめるかについては、今後また検討させてい

ただきたいというふうに思っております。 

 

〇松田三郎委員 予算上の都合なり内部でい

ろいろあろうかと思いますが、困っていらっ

しゃる住民あるいはその主体となる一部です

ね、市町村からすると何でも、鹿でもイノシ

シでも、アライグマでも助成してもらうなら

よかたいというような、ざっくりした御要望

でしょうから、できるだけ内部の事情はある

とはいえ、それに合ったような事業を再編し

て統合してもらいたいというのが要望でござ

います。 

 もう１点ようございますか。 

 

〇松田三郎委員 部長にまた改めてお伺いし

ますけれども、アサリの産地偽装、冒頭御説

明がありました。 

 報道等によりますと、おとといの特別委員

会でもかなり白熱したようでございますし、

恐らく隣の農林水産委員会でも、この問題の

議論があっているんだと思います。 

 部長の説明にありました１ページのやや下

段の食品表示法を所管すると、これ実際書い

てあるような立入検査とか、いわゆる取締り

というのは、くらしの安全推進課になるわけ

ですか。 

 それだったら、やっぱりこれだけ全国的に

注目をされておりますので、一定の、課長た

ちに武器を与える必要がある。武器って、物

騒な物理的な武器じゃなくてですね。それが

ＤＮＡ検査等々でもある、いわゆる長いとこ

ろルール、これは前回もちょっと質問したと

思いますが、これ部長どうですか。一昨日の

特別委員会で大分要望があっているようです

けれども、約２か月の出荷停止をかける期間

中に、我々はやっぱり消費者庁をはじめ、国

のほうも重大な案件だということを十分認識
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していただいていると思っておりますので、

この間に、前回も言いましたが、知事の、県

の要望とすると、長いところルールの適用を

アサリに関して除外してほしいということで

すから、ほかへの影響というのもあまり考え

なくていいのかなという……だから簡単に外

しますとはいかないにしても、２か月考えて

もらうなら、その間に結論は出るんだろうと

思っておりましたけれども、部長にちょっと

お伺いしたい。何か意外と難航しているとい

うような話も聞こえてきますので、可能なら

ば、今どういう点がちょっと認識が違うと

か、除外するハードルになっているというの

が、話せる範囲で結構でございますし、２か

月後には適用が除外になっていると思ってお

りますけれども、その辺の見込みを含めて、

言える範囲でもちろん結構でございますけれ

ども、教えていただきたい。 

 

〇藤本環境生活部長 この御質問は、松田委

員には何回も御質問いただいて、その時点で

の答弁をさせていただいております。 

 前回も答弁いたしましたけれども、アサリ

のほかにもいろんな産物があるとか、特に水

産物で言えば同じ貝類があるとか、そんなと

ころの影響も検討されているというふうに申

したと思います。 

 現在、消費者庁が水産庁とも一緒になって

調整をされているというふうに聞いておりま

す。 

 私も何度も訪ねておりますけれども、今回

その外国産のアサリが輸入されて、それでそ

の長いところルールを悪用して、熊本県産と

して出されているということなんですけれど

も、アサリについては、実は国内で、国内間

の移動があると。例えば、愛知県のアサリを

よその県に移して養殖しているとか、そうい

った例も実例的にはあるそうです。 

 そうなってくると、外国産アサリだけでは

なくて、国内のそういった実態にも配慮しな

がらしないといけないというようなこともあ

って、検討が続いているというようなことを

伺っております。 

 そういうことで、ちょっと時間がかかって

おりますが、２点目のその２か月後の見込み

ですけれども、前回も申し上げましたけれど

も、私どもは強く、蒲島知事が先頭に立って

出荷停止宣言をして、この２か月間のうち

に、その偽装のアサリを一掃して、その間に

私どものほうで本物のアサリを出す仕組みを

つくって、その後にはしっかり取り締まると

いうような組立てで御要望していますので、

国もそこは十分理解しております。 

 ただ、法令とかになりますと、ちょっと時

間がかかりますので、短期間でできることは

しっかり取り組むというふうに伺っておりま

すので、２か月後にはきちんとした対応がで

きるものというふうに考えております。 

 

〇松田三郎委員 はい、分かりました。 

 実際の現場で調査とか取り締まる課員の方

も、曖昧なままでは、例えば分かるにして

も、今度はいろいろ調査して時間がかかると

いうのは、非常に負担も大きいでしょうか

ら、ぜひ２か月とは言わず、部長も３月をも

って御退職の予定のようでございますので、

何とか部長が部長でいらっしゃる間にでもそ

うなればいいなと。引き続き粘り強い交渉を

お願いして、要望としたいと思います。 

 以上です。 

 

〇城下広作委員 ちょっといいですか、その

関連で。 

後の報告で言おうかなと思っていたんです

けれども、ちょっと確認です。その長いとこ

ろルールで、例えば中国産のそのアサリを蓄

養という形で仮置きしたときに、それは、例

えば何か月ぐらい生息できるのか、全部１

年、２年と生息が可能なのか、それとも環境

が違って育たないのか、そのことによって仮
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に育たないとなれば、長いところルールとい

うのは基本的に無理になるということで、あ

り得ないという話になるわけですね。だか

ら、そういうデータとかいうのはあるのか。 

たまたま昨日のニュースなど報道では、あ

る業者の名前は出ているけれども、いやいや

長いところルールでちゃんと従っていたと。

そしてもともと、向こうから育成した期間を

こちらで私は蓄養して置いていたんだと、だ

から問題ないという話になると、それは長い

ところルールはちゃんと守っていたというよ

うな言い方みたいに聞こえたから、現実に中

国とか韓国産とかを熊本の海に置いて生息す

るものなのか、何か月もと。こういう検証が

ないと、なかなか長いところルールでどうだ

こうだという話は難しいんじゃないかと思

う。これは、どういうふうになっているの

か、分かっている範囲で。 

 

〇田元くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 学者、有識者の話としまして、一例として

ですが、熊本の海では夏を越せないというよ

うな話がございます。私どもとしても、それ

が事実に近い話じゃないかなというように思

います。 

知事が視察をされた岱明の蓄養場、ここも

岸に極めて近い場所が蓄養場となっていた

と。そういったところでは、干潟になる時間

が長いものですから、夏の高温にとてもアサ

リが耐えられずに死滅してしまうというよう

なことのようです。 

 委員が言われた一昨日の業者につきまして

は、私たち県が指示、公表しましたが、本人

が言うには、原産地、輸出国からの生育証明

書なんてもらえないんですよと、ないんです

よという言われ方です。 

 それで、本人が何をもってその生育年数を

判断していたかといいますと、アサリの年輪

だとか模様だとか、あるいは生育の水域、こ

ういうのを総合的に判断して生育期間を考え

ていましたという言い方でした。 

 しかし、記録がないことには私たちはその

真実性を確かめるすべはなかったものですか

ら、やはり一般的な話として、原産国での生

育期間、１年以上はたっているだろうという

ことを基に、県内での蓄養期間が短いにもか

かわらず事実と異なる表示をしたということ

を認定しまして、指示という処分をさせてい

ただきました。 

 

〇城下広作委員、いずれにしても、アサリの

科学的検証、正しい部分で、熊本で実際にど

のくらい成長できるのか。手前では駄目だっ

たけれども、沖だったら１年間大丈夫なのよ

というのがあるのかどうなのか、その辺のこ

とは、科学的データとしてつかんでおく必要

があるんですね。そうじゃないと、長いとこ

ろルールがいいとか悪いとかという話の、そ

もそも根拠がなくなるから、これはちょっと

今後考えておくべきかなというふうに思いま

す。 

 以上でございます。 

 

○松村秀逸委員長 いいですね。 

 

〇鎌田聡委員 すみません、関連で、ちょっ

と予算の関係で言いますと、29ページなんで

すよね、くらしの安全推進課の食品表示関係

のやつですね。 

 前回の補正でアサリの関係の予算は組んで

ありますから、それで対応されると思います

けれども、やはりアサリだけじゃなくて、こ

れからのやっぱり食品表示の関係に対して徹

底して取組をしていくということになってい

ますが、これで予算だけ見ると前年度より下

がっているから、その辺の決意がちょっと見

えづらいなというふうに思います。やっぱり

徹底して、アサリの分は別枠であると思いま

すけれども、それ以外の食品表示に対して
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の、県のこれからのですね、やっぱり許さな

いということであるのならば、その巡回指導

あたりももう少し徹底しなければならないと

思いますけれども、ちょっとこの辺に対して

どうお考えか、コメントを聞きたいと思いま

すけれども。 

 

〇田元くらしの安全推進課長 今委員がおっ

しゃられたように、この４年度当初予算の表

を見ますと、14万円ほど下がっているという

ように見えますが、２月補正で要求させてい

ただいた内容、この大半につきまして繰越明

許をお願いしております。それを合わせます

と、前年よりも増額というように見えるとこ

ろです。 

 検査の体制につきましても、来年度は会計

年度任用職員を２名新たに採用ということだ

ったり、検査費用あるいは検体数を検査に出

す費用だとか、あるいはそれを買取りに行く

費用だとか、実際２月１日の偽装110番電話

を設置した以降、県外で販売されていた熊本

県産アサリを実際に買取りに数件行っており

ます。そういった費用とか、立入検査を含め

て体制についても充実していっているという

ように思うところです。 

 以上です。 

 

〇鎌田聡委員 別枠で予算を取れている、こ

の前のやつですね、それは理解しますけれど

も。ただ、やっぱりこれまで以上の対応をや

っていかなければ、今回私も、代表質問を申

し上げましたけれども、やっぱり県として見

落としてきた部分があったわけですよね。そ

ういったものに対して即応して対応してい

く、まあ限界はあると思いますけれども、き

ちんとやっぱり対応していくということであ

るならば、ただ金目の問題だけじゃないと思

いますけれども、やっぱりここの体制をちょ

っと強化をしなければならないと思いますの

で、そういう意味において、今回この分とそ

の繰り越した部分で頑張っていかれると思い

ますけれども、今後の課題として、持ってい

き方として、アサリだけでなく、県産ブラン

ド含めまして全部、そういった偽装表示を許

さないという体制をきちんとつくっていただ

くような予算組みをお願いしておきますの

で、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにはございません

か。 

 

〇西村環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 先ほど鎌田委員からの質問で、流水ダムの

予算が少ないんじゃないかという質問がござ

いました。それに対する補足説明をよろしい

でしょうか。 

 

○松村秀逸委員長 はい、どうぞ。 

 

〇西村環境保全課長 アセス制度というの

は、４段階に分かれております。 

 まず、一番最初が配慮書、法で言う配慮

書、それと２番目が方法書、３番目が準備

書、最後が評価書というような４つのステッ

プとなっております。 

 この中で、一番最初に出てくる準備書と方

法書についての予算を令和４年度の予算で組

んでいるところでございます。 

 調査自体は国が行いますので、その調査費

というものはこの中には含まれず、国が行っ

た調査結果を県が審査をするというようなと

ころで、委員の皆様の審査費用といいますか

報償費が主になりますけれども、そういう予

算立てになっております。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

〇鎌田聡委員 分かりました。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにございませんか。
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――ほかに質疑がなければ、以上で質疑を終

了します。 

 それでは、説明員の入替えを行いますの

で、ここで５分間休憩いたします。 

 再開は、11時25分からといたします。 

  午前11時19分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時24分開議 

○松村秀逸委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行いますが、

質疑については、執行部の説明を求めた後

に、一括して受けたいと思います。 

説明については、商工労働部、観光戦略

部、企業局、労働委員会の順で説明をお願い

します。 

なお、執行部の説明は、効率よく進めるた

めに、着座のまま簡潔にお願いします。 

また、本日の委員会はインターネット中継

を行っておりますので、委員並びに執行部に

おかれましては、発言内容が聞き取りやすい

ように、マイクに向かって明瞭に発言いただ

きますようお願いいたします。 

それでは、初めに商工労働部長から総括説

明を行い、続いて、担当課長から順次説明を

お願いします。 

まず、三輪商工労働部長。 

 

〇三輪商工労働部長 商工労働部でございま

す。 

今回提出しております議案等の説明に先立

ち、新型コロナウイルス感染症への対応及び

企業誘致の状況につきまして、概略を申し上

げます。 

 まず、新型コロナウイルス感染症につきま

しては、年明け以降の急激な感染拡大を受

け、１月21日に本県に適用されましたまん延

防止等重点措置について、今月４日にその期

間を21日まで再延長することが決定されまし

た。 

 これに伴いまして、飮食店に対する営業時

間短縮要請などの対策を継続していますが、

事業者の皆様には、さらに長い期間御負担を

おかけすることになります。商工労働部で

は、経済的な影響を受けている事業者の皆様

の痛みを最小化するため、飮食店に対する時

短要請協力金に加え、幅広い業種を対象とす

る県独自の事業復活おうえん給付金により、

事業者の事業継続を支援してまいります。 

 今後とも新型コロナウイルス感染症に関す

る状況を注視しながら、商工団体と連携して

地域経済の維持と早期回復に向けた取組を着

実に進めてまいります。 

 次に、企業誘致の状況についてでございま

す。 

 コロナ禍の中ではございますが、令和３年

度の立地協定の件数は、本日現在で48件とな

っており、過去最高を記録しております。 

 業績が好調な半導体関連企業をはじめ、コ

ロナ禍にあって、地方への拠点の設置に積極

的なＩＴ関連企業の立地が進みました。 

 引き続き、市町村と連携の下、選ばれる熊

本をモットーに本県の魅力をしっかりとアピ

ールし、さらなる立地の促進に向けて全力で

取り組んでまいります。 

 それでは、商工労働部の議案の概要につい

て御説明申し上げます。 

 まず、令和３年度２月補正予算の追号分に

ついて御説明いたします。 

 別冊となっております薄いほうの資料の１

ページを御覧いただければと思います。 

 補正額(B)の欄にございますとおり、一般

会計で59億9,700万円余の増額補正をお願い

しております。補正後の令和３年度の予算総

額は、下から３段目のとおり、1,609億2,100

万円余となります。これは、まん延防止等重

点措置の再延長に伴う営業時間短縮要請協力

金の支給に要する経費でございます。 

 次に、令和４年度当初予算について御説明



第11回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和４年３月11日) 

 - 22 - 

します。 

 今度は、厚いほうの資料の37ページをお願

いいたします。 

 本年度予算額(A)の欄の下段にございます

とおり、一般会計で810億900万円余、特別会

計、これは、中小企業振興資金特別会計など

４つの特別会計でございますが、９億8,300

万円余を計上しております。総額で819億

9,300万円余の予算額となっております。 

 その主な内容について、新しいくまもと創

造に向けた基本方針の４つの柱に沿って御説

明いたします。 

 第１に、令和２年７月豪雨災害からの創造

的復興に向けて、なりわい再建支援補助金の

円滑な交付や、焼酎やみその蔵元など醸造食

品企業における微生物資源の保管、保存等を

通じた新商品開発の支援に要する経費を計上

しています。 

 第２に、新型コロナウイルス感染症を踏ま

えた対策として、持続可能な経済活動の実現

に向けて、県内事業者等によるＤＸの取組の

支援やＵＩＪターン就職希望者への支援、さ

らに経済的影響を受けている事業者への資金

繰り支援についても、引き続き取り組んでま

いります。 

 第３に、熊本地震からの創造的復興につい

ては、グループ補助金の円滑な交付や空港周

辺地域における新たな産業の創出に向けたＵ

Ｘプロジェクトを進めてまいります。 

 第４に、将来に向けた地方創生の取組とし

ましては、半導体関連をはじめとした産業の

さらなる集積に向けた新たな工業団地の整備

や地域共生型の再生可能エネルギー施設の導

入推進に向けた立地ゾーニングの事業などが

ございます。 

 このほか、複数年度にわたる委託契約等に

係る債務負担行為の設定についてもお願いし

ております。 

 次に、条例等議案ですが、熊本県産業技術

センター条例の一部を改正する条例の制定に

ついてお諮りしております。 

 また、その他の報告として、ＵＸプロジェ

クトの基本計画・実施計画の策定について御

報告させていただきます。 

 以上が今回提出しております議案の概要で

ございますが、詳細につきましては、関係課

長から説明いたしますので、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○松村秀逸委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

〇市川商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 まず、追加提案させていただきました令和

３年度の補正予算について説明いたします。 

 別冊追号資料のほう、２ページをお願いし

ます。 

 まん延防止等重点措置の延長に伴い、飮食

店に対する営業時間短縮等の要請も３月７日

から３月21日まで延長させていただきまし

た。 

 この期間に係る協力金のお支払いに必要な

予算として、59億9,700万円余の増額をお願

いしております。 

 次ページになります。 

 今回の協力金も、年度内に支払い完了する

のが難しいため、併せて繰越明許費の設定を

お願いしております。 

 続きまして、令和４年度当初予算について

説明させていただきます。 

 当初予算資料、こちらの38ページをお願い

します。 

 １つ目の段の労政総務費ですが、6,100万

円余を予算計上しております。 

 内訳に関しましては、右側の説明欄をお願

いします。 

 (1)ワンストップジョブサイトくまもと運

営事業は、県内の仕事、就職等に関する各種

情報を提供するサイト、ワンストップジョブ
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サイトくまもと、これの保守点検経費165万

円を計上しております。 

 (2)の人材確保強化事業は、ＵＩＪターン

就職希望者等の掘り起こしに要する経費とし

て、セミナーや企業合同説明会の経費等

1,250万円余を計上しております。 

 次に、(3)「くまもとではたらく」若者の

県内定着促進事業は、熊本、東京、大阪、福

岡に設置しておりますＵＩＪターン就職支援

センターの設置費用及び情報発信等に要する

経費として、4,700万円余を計上しておりま

す。 

 なお、令和４年度の新たな取組として、Ｕ

ＩＪターン就職支援センターに登録した求職

者が、同センターのあっせんを受けて企業の

採用試験に出向く際の旅費の補助を今回行う

こととしており、このうちの500万円がその

経費となっております。 

 続きまして、２つ目の段、商業総務費は１

億3,300万円余を計上しております。こちら

は、説明欄に記載のとおり、商工政策課の職

員給与費及び事務費等を計上させていただい

ております。 

 職員給与費は、本年１月１日現在で配置さ

れている職員の給与額、これを基に計上して

おりまして、以下、部内各課、各部局におい

て同様でございますので、恐縮ですが各所属

からの説明は省略させていただきます。 

 続いて、39ページ、お願いします。 

 まず、大阪事務所費として9,300万円余、

次の段、福岡事務所費として１,800万円余を

計上させていただいております。 

 次に、40ページをお願いします。 

 福岡事務所施設の賃借の債務負担設定をお

願いしております。 

 商工政策課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

〇増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 資料、41ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計につきまして、主なものを

説明させていただきます。 

 41ページ、商業総務費につきましては、

7,800万円余をお願いしております。 

 右側説明欄１の(3)ポストコロナ商店街機

能再構築支援事業は、空き店舗の活用など商

店街の機能や魅力の向上に資する取組への支

援に要する経費でございます。 

 その下、２の国庫支出金返納金は、昨年１

月、２月に行いました県独自の緊急事態宣言

に伴い実施した一時金の申請取下げ等に伴

い、臨時交付金を国へ返納するものでござい

ます。 

 42ページをお願いいたします。 

 中小企業振興費につきまして、701億2,500

万円余をお願いしております。 

 前年度と比較しまして67億2,800万円余の

減額となってございます。主な要因は、右側

説明欄の２、金融対策費の中小企業金融総合

支援事業で、中小企業向け融資制度に係る貸

付原資、保証料補助等が融資残高新規融資枠

に応じて67億7,000万円余の減少することに

よるものでございます。 

 なお、この融資制度につきましては、令和

４年度の新規融資枠は、記載のとおり、350

億円としておりまして、廃業企業者の再チャ

レンジの支援を拡充するとともに、中小企業

者の再エネ、省エネ設備の導入についても、

新たな支援をしてまいります。 

 その下、３につきましては、中小企業団体

中央会、それから商店街振興組合連合会に対

する人件費、事業費の補助でございます。 

 43ページをお願いいたします。 

 ４の運輸事業振興助成費は、軽油引取税の

収入額に応じまして、法に基づき交付される

熊本県トラック協会に対する補助でございま

す。 

 ５の(2)中小企業者事業再建・発展支援事

業は、熊本地震、新型コロナウイルス対応、
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それから令和２年７月豪雨にこれまで対応し

た専門家派遣事業を行ってまいりました。そ

れを統合し、経営改善やデジタル化による生

産性向上などに図る場合に、専門家活用する

際に必要となる経費でございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 ６の(1)商工会商工会議所・商工会連合会

補助は、商工会等に対する人件費、事業費の

補助でございます。 

 それから、(2)くまもと型小規模事業者経

営発展支援事業は、販路開拓や生産性向上に

取り組む小規模事業者に対する補助でござい

ます。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 上段、商工施設災害復旧費につきまして、

２億300万円余をお願いしております。 

 説明欄の(1)が熊本地震関連、(2)が令和２

年７月豪雨関連でございます。 

 まず、(1)の中小企業等復旧・復興支援事

業では、益城町の土地区画整理事業の影響に

よりグループ補助金の申請ができなかった事

業者に対し、県単独により補助を行うもので

ございます。 

 また、(2)なりわい再建支援事業は、補助

金の申請受付等に係る業務委託費などの補助

金の交付に向けた支援に要する経費でござい

ます。 

 なお、来年度の補助に必要な予算について

は、前回の委員会で、補正予算として69億

3,000万円をお願いし、繰越しを行ってござ

います。 

 以上が一般会計でございます。 

 おめくりいただいて、46ページをお願いい

たします。 

 中小企業振興資金特別会計でございます。 

 上段、中小企業振興資金助成費で1,100万

円余をお願いしております。 

 右側説明欄のとおり、貸付けや債権回収業

務に要する事務経費等でございます。 

 その下、下段の元金から次のページにかけ

ましては、事業者からの償還に応じて中小企

業基盤整備機構への償還分に係る元金、利

子、公債諸費、それから県分を一般会計に繰

り出すものでございます。 

 以上、一般会計と特別会計を合わせました

課の合計は、711億269万円となります。 

 次に、48ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 いずれも継続でございますが、上段は中小

企業対策融資に係る損失補償でございます。

下段が中小企業協同組合等の設備投資促進に

係る利子助成、それから49ページの中小企業

等復旧・復興支援利子助成につきましては、

先ほどのグループ補助金の交付をできなかっ

た事業者を県単独により支援するに当たり、

事業者の自己負担分の借入れに対する利子助

成に係るものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○中川労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 資料、50ページをお願いいたします。 

 各費目の主なものを御説明いたします。 

 まず労政総務費ですが、１億6,196万円余

をお願いしております。 

 説明欄の２の(2)テレワーク推進体制強化

事業は、県内企業のテレワークを活用した多

様な働き方を支援し、企業の魅力を向上する

ことにより、新たな雇用の創出等を図るため

の経費でございます。 

 次の(3)熊本を「知る」・「会う」プロジェ

クト事業は、若者の県内就職を促進するとと

もに、学生、企業双方の就職採用活動を支援

するため、ブライト企業をはじめとした企業

の魅力発信やオンライン等を活用した企業説

明会の開催などに要する経費でございます。 

 その下、(4)火の国ハイツ跡地活用検討事

業は、令和３年６月に閉館した火の国ハイツ

の跡地の有効な活用方法の調査、検討及び維
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持管理等に要する経費でございます。 

 51ページをお願いいたします。 

 下段の職業訓練総務費で12億9,137万円余

をお願いしております。 

 説明欄の２、(1)熊本県職業能力開発施設

拠点化推進事業は、高等技術専門校の建物の

再整備及び（仮称）技能振興センターの設置

に要する実施設計及び工事の経費でございま

す。 

 次に、(2)外国人材受入支援事業は、外国

人材の受入れに当たっての企業の相談窓口の

運営や講習会の開催等に要する経費でござい

ます。 

 52ページをお願いいたします。 

 (3)外国人材活躍促進支援事業は、外国人

材を受け入れている事業者等を対象に、易し

い日本語講習会等を通じた受入れ環境の向上

を図るための経費及び今後の外国人材誘致に

向けた熊本の魅力を発信するコンテンツ作成

等に要する経費でございます。 

 その下、３の認定訓練実施事業は、労働者

の技能向上を促進するため、中小企業等の事

業主や団体等が行う職業訓練の運営費助成等

に要する経費でございます。 

 53ページをお願いいたします。 

 上段の職業能力開発校費ですが、９億

3,824万円余をお願いしております。 

説明欄の３、職業能力開発事業費の(2)離

職者訓練事業は、民間の専門学校など教育訓

練機関に委託して実施する離職者を対象とし

た職業訓練に要する経費です。 

 次に、下段の技術短期大学校費ですが、４

億5,593万円余をお願いしております。 

 54ページをお願いいたします。 

 説明欄の２の(2)技術短期大学校教育対策

事業は、技術短期大学校の改修工事及び各種

機器整備に要する経費でございます。 

 次に、下段の失業対策総務費では、２億

9,074万円余をお願いしております。 

 55ページをお願いいたします。 

 説明欄、(3)地域活性化雇用創造支援事業

は、離職を余儀なくされた方を、委託事業者

において研修を実施した後、人材不足分野の

企業に派遣し、再就職につなげるための経費

でございます。 

 次に、(4)新型コロナ対応雇用維持・確保

支援事業は、コロナ禍における県内の雇用維

持、確保等をさらに推進するため、県内企業

の出向、副業、兼業に係る機運醸成及び在籍

型出向に係る専門家の派遣に要する経費でご

ざいます。 

 (5)くまもと型就職氷河期世代活躍促進事

業は、就職氷河期世代で長期無業状態にある

方々へ、オンライン相談やｅラーニング講習

等の各種支援、また専門家派遣による企業の

受入れ環境整備を行う経費でございます。 

 (6)熊本県地域無料就労相談窓口運営事業

は、各地域振興局に就労相談窓口ジョブカフ

ェブランチを設置し、求職者にきめ細かな就

労支援を行うために要する経費でございま

す。 

 以上、労働雇用創生課全体で31億3,991万

円余をお願いしております。 

 続きまして、56ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 上段の職業能力開発拠点整備事業は、高等

技術専門校の再整備等に係る実施設計及び工

事請負が令和５年度までの２か年にわたるこ

とから、債務負担行為の設定をお願いするも

のでございます。 

 中段の障がい者訓練委託業務、下段の離職

者訓練等委託業務は、民間に委託して実施す

る職業訓練です。一部の訓練につきましては

令和５年度までの２か年にわたることから、

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

います。 

 労働雇用創生課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 
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〇受島産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 資料の57ページをお願いいたします。 

 表上段の農業総務費です。5,269万円余を

お願いしております。これは、産業技術セン

ター食品加工技術室の運営管理や研究開発等

に要する経費でございます。 

 58ページをお願いいたします。 

 工鉱業振興費でございます。８億1,319万

円をお願いしてございます。 

 主な事業について御説明いたします。 

右の説明欄をお願いいたします。 

 (2)の地場企業立地促進費補助でございま

すが、地場企業が県内に工場などを整備する

際の費用助成に要する経費として２億6,012

万円余をお願いしてございます。 

 (5)の地域未来投資促進事業は、地域未来

投資促進法に基づく県内企業などの投資への

助成に要する経費として１億1,356万円余を

お願いしております。 

 59ページをお願いいたします。 

 (6)の第４次産業革命推進事業は、県内企

業が、ＩｏＴ、ＡＩなどの先端技術の導入に

際しまして、設備投資に要する助成を行うほ

か、技術の検討段階での支援を行うために、

これらに要する経費として5,630万円をお願

いしております。 

 (7)熊本空港周辺地域における新産業振興

創出事業は、空港周辺地域を拠点にライフサ

イエンス分野を中心とした新たな産業創出を

図りますＵＸプロジェクトについて、ソフ

ト、ハード両面において推進を図るため、そ

の経費として１億3,259万円余をお願いして

おります。 

 次に、60ページをお願いいたします。 

 下の段の産業技術センター費でございま

す。６億5,652万円余をお願いしておりま

す。 

 62ページの上段にかけまして、県内の中小

企業の技術支援や試験研究を行います産業技

術センターの運営に要する経費を計上してお

ります。 

 62ページをお願いいたします。 

 (5)の県南被災地域の食品加工産業への支

援事業でございます。 

 令和２年７月豪雨により被災した焼酎、し

ょうゆ蔵元など食品加工企業の支援及び今後

のＢＣＰの推進に要する経費として、1,178

万円をお願いしております。 

 同じページの下の段、新事業創出促進費で

ございます。１億477万円余をお願いしてお

ります。 

 主な事業について御説明します。 

右の説明欄をお願いいたします。 

 63ページをお願いいたします。 

 (2)次世代ベンチャー創出支援事業は、熊

本県次世代ベンチャー創出支援コンソーシア

ムに対する負担金及び創業初期ベンチャーの

支援に要する経費として、3,391万円余をお

願いしております。 

 (3)のくまもとオープンイノベーション推

進事業は、県内企業を中心とした連携体構築

などの支援に関するコーディネーターの設置

などに要します経費として、2,585万円余を

お願いしております。 

 (4)のくまもとクロス支援事業は、企業が

大学等と連携して取り組む製品の研究開発に

対する助成経費として、2,544万円余をお願

いしております。 

 64ページをお願いいたします。 

 産業支援課は、令和４年度当初予算といた

しまして18億2,312万円余を計上しておりま

す。 

 続きまして、条例等議案について御説明を

いたします。 

 76ページをお願いいたします。 

 第70号議案、熊本県産業技術センター条例

の一部を改正する条例でございます。 

 77ページの概要で御説明いたします。 

 改正の趣旨でございます。 
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 産技センターでは、各種支援や測定、分析

を行います設備の一般開放を行っているとこ

ろでございますが、光熱費等の算定単価の更

新に伴いまして、条例に定めます設備使用料

の改定を行うものでございます。 

 ２の改正の内容でございますが、それぞれ

使用料の上限額を見直すものでございます。 

 産業支援課からの説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

〇上塚エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 説明資料の65ページをお願いします。 

 主な事業を中心に説明させていただきま

す。 

 最下段の工鉱業振興費でございます。１億

605万円余をお願いしています。 

 右説明欄１の工業振興費におきまして、

9,947万円をお願いしています。 

 (1)の地域共生型再エネ導入推進事業は、

令和４年度の新規事業でございますが、地域

共生型再エネ施設の導入推進に向けて、陸上

風力及び太陽光発電に係る適地誘導のための

立地ゾーニングに要する経費でございます。 

 今年度ＧＩＳ解析等によるゾーニング図の

たたき台を作成しておりますが、それを基に

地域とコミュニケーションを図りながら、促

進エリア、保全エリア等のゾーニング図と地

域貢献の枠組みを完成させます。 

 次に、66ページをお願いいたします。 

 (2)のＲＥ100電力供給・利用促進事業は、

令和４年度の新規事業でございますが、これ

は、空港周辺において再エネ100％電力で企

業活動ができるエリアを創造する取組です

が、その設備構成や実施体制の調査に取り組

むものです。 

 さらに、企業の再エネ導入の意識醸成に向

けた支援として、勉強会やアドバイザー派遣

等に取り組むものでございます。 

 (3)の熊本県総合エネルギー計画推進事業

でございますが、昨年度策定しました第２次

熊本県総合エネルギー計画に基づいた再生可

能エネルギーの導入加速化等に取り組むもの

です。主なものは、屋根置き太陽光や蓄電池

の初期投資ゼロモデル等の消費者が導入しや

すい仕組みを検討するため、地場企業と連携

した協議体を設置、運営するために要する経

費等でございます。 

以上、エネルギー政策課としまして、２億

7,681万円余をお願いするものでございま

す。 

 エネルギー政策課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 資料の67ページをお願いいたします。 

 主な事業について御説明させていただきま

す。 

 初めに、一般会計でございます。 

 工鉱業総務費でございます。 

 右の説明欄の２、企業誘致促進対策事業費

に、企業誘致に要する経費として10の事業を

計上しております。 

 ２の(1)半導体サプライチェーン構築加速

化事業2,080万円余は、半導体関連企業の集

積を加速化させるため、展示会への出展やＴ

ＳＭＣのサプライヤー等への誘致活動に要す

る経費でございます。 

 続きまして、(4)企業立地促進費補助32億

5,500万円余は、県内において事業所等を新

設、増設する企業が行う設備投資及び新規雇

用に対する補助に要する経費でございます。 

 68ページをお願いいたします。 

 (6)戦略的ポートセールス推進事業及び(7)

国際コンテナ利用拡大助成事業は、熊本港及

び八代港の利用促進を図る事業でございま

す。それぞれ船主や荷主企業への助成等を行

うものでございます。 



第11回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和４年３月11日) 

 - 28 - 

 (8)市町村施設整備促進事業2,100万円余

は、ＩＴ企業の誘致のため市町村が実施する

サテライトオフィス等の施設整備等の補助に

要する経費でございます。 

 (9)県外ＩＴ企業・コンテンツ関連企業等

ネットワーク構築事業5,400万円余は、企業

の地方分散の動きに応じ、ＩＴ、コンテンツ

関連企業等の誘致に向けたネットワーク構築

等を図るための事業でございます。 

 69ページでございます。 

 (10)企業誘致環境整備事業10億7,000万円

余は、誘致企業の立地に伴う菊陽町公共下水

道の受託工事に要する経費でございます。 

 次に、下段の高度技術研究開発基盤整備事

業等特別会計繰出金は、内陸型工業団地の管

理整備費への繰出金でございます。 

 以上、一般会計の合計では、50億5,500万

円余を計上しております。 

 おめくりいただきまして、70ページをお願

いいたします。 

 ここからは、特別会計でございます。 

 まず、港湾整備事業特別会計でございます

が、ポ―トセールス推進事業として、374万

円余を計上しております。 

 次に、71ページをお願いいたします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計でございま

すが、名石浜工業団地の除草等の管理及び分

譲のための広報等による経費でございます。 

 おめくりいただきまして、72ページをお願

いいたします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

でございます。 

 この会計は、菊池テクノパーク等の内陸工

業団地の分譲促進に要する経費等でございま

す。 

 73ページをお願いいたします。 

 ２段目の工業団地施設整備事業費１億

7,312万円余でございますが、これは、新規

工業団地の整備に当たり実施する基本計画の

策定や基本設計環境影響調査等に要する経費

でございます。 

 ３段目の元金及びその下の利子でございま

すが、臨空テクノパーク及び菊池テクノパー

ク建設に係る起債償還に要する経費でござい

ます。 

 74ページをお願いいたします。 

 一般会計繰出金1,866万円余でございます

が、城南工業団地等への貸付金の償還への繰

出金でございます。 

 以上、企業立地課としましては、一般会

計、特別会計合わせまして、総額で53億

4,390万円余を計上いたしております。 

 次に、75ページをお願いいたします。 

 債務負担行為としまして、企業立地促進費

補助をお願いしております。これは、補助金

の交付額が多額になるものにつきましては、

補助金を分割して交付しております。それに

係る令和５年度から８年度までの債務負担、

12億円をお願いするものでございます。 

 企業立地課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 次に、観光戦略部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いします。 

まず、寺野観光戦略部長。 

 

〇寺野観光戦略部長 観光戦略部関係の議案

の説明に先立ちまして、県内観光に対する新

型コロナウイルス感染症の影響等について御

説明申し上げます。 

 年明けからの長引く第６波の影響により、

本年２月の宿泊客数は、感染拡大前でありま

す２年前の令和２年同月比でマイナス68％と

大変厳しい状況が続いております。 

 県経済の確実な回復につながるよう、観光

需要喚起策の迅速な実施に向けた準備をしっ

かりと行い、感染状況を見ながら、効果的な

取組を進めてまいります。 

それでは、議案の概要について御説明いた
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します。 

今回、予算関係議案で２件御提案しており

ます。 

まず、令和４年度当初予算について、厚い

ほうの資料、78ページをお願いいたします。 

観光戦略部では、ウィズコロナ、ポストコ

ロナ時代の新たな観光需要を確実に取り込

み、密から疎へ、都市から自然へといった旅

行志向の変容を捉えた新しい観光スタイルの

確立に向けて取り組むこととしております。

 具体的には、デジタル技術を活用したスマ

ートツーリズムや関係人口の創出にもつなが

るワーケーションなどのさらなる推進に加

え、当部の新たな柱となるスポーツや漫画、

アニメと地域資源を組み合わせた新しいツー

リズムの造成、実施経費等について、予算を

計上しております。 

加えまして、人吉・球磨豪雨被災地域の観

光、物産の復興に引き続き取り組むととも

に、教育旅行の需要回復やインバウンド再開

を見据えた誘客拡大のためのプロモーション

の実施、県産品の振興等に係る経費も含め、

総額26億2,500万円余の予算計上をさせてい

ただいております。 

次に、令和３年度２月補正予算(追号）に

ついて、追号資料の４ページをお願いいたし

ます。 

 国のコロナ臨時交付金を活用し、県認証制

度の基準に沿った感染防止対策に取り組む飮

食店への支援につきまして、申請数の増加に

対応するため、５億5,200万円余の増額計上

をさせていただいております。 

 あわせまして、次年度への繰越しについて

もお願いしております。 

 感染拡大防止と地域経済回復のバランスを

図りながら、最大限の成果を出せるようしっ

かりと取り組んでまいります。 

 以上、私からの総括説明とさせていただき

ます。 

 詳細につきましては、関係課長から説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

申し上げます。 

 

○松村秀逸委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いします。 

 

〇久原観光交流政策課長 観光交流政策課で

ございます。 

 説明資料の79ページをお願いいたします。 

 令和４年度当初予算について主なものを御

説明申し上げます。 

 上段、一般管理費につきまして、２億

7,700万円余の予算計上をしております。 

 資料右側の説明欄を御覧ください。 

 ２番の庁費、『ONE PIECE』連携復興応援事

業は、麦わらの一味の像と連携した周遊プロ

モーションや熊本地震からの創造的復興の総

仕上げに向けた南阿蘇鉄道とのコラボによる

列車のラッピング等に要する経費でございま

す。 

 ２段目、諸費につきまして、１億2,600万

円余の予算計上をしております。 

 おめくりいただきまして、80ページをお願

いいたします。 

 右側説明欄、(2)令和４年度友好提携周年

記念事業につきましては、40周年を迎える中

国広西壮族自治区及びアメリカモンタナ州、

そして友好交流協定締結の５周年を迎える台

湾高雄市との周年事業に要する経費です。 

 次に５番、国際化環境整備推進費、熊本県

多文化共生支援事業のうち、市町村の受入れ

体制支援等については、今後増加が想定され

ております外国人と地域住民との相互理解、

共生促進のため市町村が設置する外国人受入

れ連絡協議会の立ち上げ支援に要する経費に

ついて、新規事業として計上しております。 

 81ページをお願いいたします。 

 上段、防災総務費について、３億8,900万

円余を計上しております。 

 右側説明欄(2)熊本地震震災ミュージアム
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中核拠点整備事業につきましては、２月補正

において国の地方創生拠点整備交付金を活用

した整備分について承認をいただいたところ

ですが、交付金補助の対象外となり、展示物

の制作費及び外溝整備工事に係る予算につい

て、３億6,600万円余を計上しております。 

 下段、農業総務費、また、次の82ページ商

業総務費については、県が設置する３つの海

外事務所の運営等に要する経費について、そ

れぞれ4,300万円余、2,400万円余の予算計上

をしております。 

 82ページの下段、観光費についてです。 

 右側説明欄、「マンガ県くまもと」構想推

進事業につきましては、「夏目友人帳」を活

用した豪雨被災地の復興を後押しする取組や

熊本復興応援隊長である「クレヨンしんちゃ

ん」を活用したプロモーションなど、マンガ

県くまもとの実現を目指した取組を進めてま

いります。 

 以上、観光交流政策課としまして、総額で

９億4,100万円余の予算計上をさせていただ

いております。 

 続きまして、２月補正予算(追号）に係る

説明資料のほうをお願いいたします。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 商業総務費につきまして、５億5,200万円

余の増額補正をお願いしております。 

 飮食店の認証取得に係る対策経費等に対す

る助成については、先議分において増額補正

をお願いしていたところですが、１月以降の

感染拡大による飮食店の対策意識の高まりに

加え、２月末の申請締切りに向けて行った再

周知などにより、さらに申請数が増加しまし

たので、不足する1,900件分に係る経費をお

願いするとともに、６ページには同額の繰越

明許費の追加をお願いしております。 

 なお、今年度の申請数は約5,800件、申請

認証店に対しては76％となったところでござ

います。 

 観光交流政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

〇脇観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 説明資料、83ページをお願いいたします。 

 令和４年度当初予算のうち主なものについ

て説明をさせていただきます。 

 観光費、説明欄２の観光客誘致対策費とし

て、５億2,403万円余を計上させていただい

ております。 

 (1)のデジタルマーケティング事業です

が、旅行客の趣味趣向に合わせた情報発信や

観光施策の立案に活用するための動態分析等

に要する経費でございます。 

 (2)のスマート観光交通体系構築推進事業

ですが、観光における二次交通の課題克服と

周遊観光を促進することによる観光消費の増

加を目的として、本県への観光ＭａａＳ導入

に向けた検討、阿蘇における実証等に要する

経費でございます。 

 (3)の域内周遊・滞在促進のための観光地

域づくり事業は、観光ＭａａＳの導入が滞在

時間や観光消費の増大を促す観光地形成を後

押しできるよう、例えばレンタサイクルの駐

輪場整備やまち歩きグルメの開発など、ハー

ド、ソフト両面から観光地の環境整備を促進

する助成に要する経費でございます。 

 次のページ、84ページをお願いいたしま

す。 

 (5)の被災地域産業再興支援事業ですが、

令和２年７月豪雨被災地の観光復興を後押し

するため、観光客受入れ環境整備や復旧状況

に応じたプロモーションなど、きめ細やかな

支援に要する経費でございます。 

 来年度新規で提案しております(7)の国際

バドミントン大会誘致促進事業、(9)のツー

ル・ド・九州受入環境整備事業は、バドミン

トンのツアー大会スーパー500、福岡、大

分、熊本をコースとするサイクリング大会、

ツール・ド・九州といった国際スポーツ大会
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の誘致に向けた準備、プレイベントの開催な

どに要する経費でございます。 

 また、(8)のアーバンスポーツ展開実証事

業は、熊本が昨年の東京オリンピックで注目

を集めたスケートボードやＢＭＸなどの都市

型スポーツの聖地になることを目指し、プロ

選手等を招聘するイベント開催などに要する

経費でございます。 

 次のページ、85ページをお願いいたしま

す。 

 ４の観光施設整備事業費として、4,611万

円を計上しております。観光標識整備事業で

すが、観光案内標識、観光案内板等のチェッ

クや整備、修繕等に要する経費でございま

す。 

 以上、観光企画課当初予算といたしまし

て、合計７億1,458万円余をお願いしており

ます。 

 観光企画課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

  

〇川㟢観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 説明資料の86ページをお願いいたします。 

 観光費で５億578万円余をお願いしており

ます。 

 主なものを説明させていただきます。 

 右の説明欄を御覧ください。 

 ２、観光客誘致対策費の(1)くまもと再発

見プロジェクトは、くまもと再発見の旅など

の旅行需要喚起策と連動した豪雨被災地域へ

の送客支援及び本県を訪れた旅行者に配付す

る特典つきの電子クーポンブックなどに要す

る経費でございます。 

 (2)修学旅行おもてなし支援事業は、修学

旅行で本県へ継続的に訪れている学校に配付

するノベルティー製作に要する経費でござい

ます。 

 (3)熊本の賑わい創出・魅力発信事業です

けれども、これは、熊本市と連携し、県内各

地の魅力発信イベントの開催及び期間中にお

ける旅行割引支援などに要する経費でござい

ます。本事業は、熊本市が事業主体として実

施する事業に対して県から補助するものです

が、熊本市のみならず、周遊により県下全域

へ効果がもたらされるよう、熊本市及び県内

市町村と連携し、一体となって誘客に取り組

んでまいります。 

 (4)インバウンド・リスタート事業は、イ

ンバウンドの再開を見据え、海外の旅行会社

に対してセールスを行う県内宿泊事業者への

支援に要する経費でございます。 

 次ページ、87ページをお願いいたします。 

 (5)新たな旅のスタイル促進事業は、ワー

ケーションなどの新たな旅のスタイルのニー

ズに対応するため、滞在、研修コンテンツな

どの高付加価値化に要する経費でございま

す。 

ワーケーションを行う企業のニーズに対応

したプログラム整備や熊本ならではのインセ

ンティブツアー、あるいは富裕層向けのプレ

ミアムコンテンツなどの整備費用の助成を実

施してまいります。 

続きまして、(6)のクルーズ船寄港促進事

業から次ページ、88ページの(11)教育旅行誘

致推進事業ですが、３年度から引き続き実施

させていただく事業になります。内容としま

しては、クルーズ船の誘致活動に要する経

費、あるいは国内外からの観光客の誘客促進

のためのプロモーション経費、そして教育旅

行の誘致に要する経費でございます。 

以上、合わせまして、本年度予算合計５億

570万円余をお願いしております。 

観光振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

〇池田販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課でございます。 

 説明資料の89ページをお願いいたします。 

 令和４年度当初予算のうち主なものについ
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て御説明させていただきます。 

 まず、１段目ですが、農業総務費として、

１億3,245万円余をお願いしております。 

 右側説明欄、ブランド確立・販路対策費の

(1)県産農林水産物等輸出推進総合支援事業

につきましては、輸出に係る相談員の設置や

海外展開のための経費の補助等、輸出を志向

する県内事業者の掘り起こしから輸出に至る

までの総合的な支援に要する経費でございま

す。 

 次の(2)海外輸出拡大対策事業につきまし

ては、農林水産物等の輸出促進のための海外

小売店でのプロモーションや新企画での新た

な輸出展開に要する経費でございます。 

 続きまして、２段目の商業総務費として、

３億2,708万円余をお願いしております。 

 主なものとしましては、おめくりいただい

て、90ページをお願いします。 

 説明欄中ほど、物産振興費の(1)、新規事

業でございますが、首都圏等県産品販路拡大

事業につきましては、首都圏をはじめ大阪、

福岡などの都市圏におきまして、県産品の販

路拡大を行うために要する経費でございま

す。 

 次の(2)球磨焼酎リブランディング事業に

つきましては、球磨焼酎のブランド化を推進

するための情報発信や市場開拓、商品力向上

等の販路拡大に要する経費でございます。 

 次に、91ページをお願いします。 

 １段目、右側説明欄４、伝統工芸振興費の

伝統工芸館管理運営につきましては、熊本県

伝統工芸館の令和４年度分の管理委託に要す

る経費でございます。 

 以上、令和４年度の当初予算として、合計

で４億6,304万円をお願いしております。 

 販路拡大ビジネス課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて、担当課長から説明をお

願いいたします。 

 まず、國武企業局長。 

 

〇國武企業局長 企業局でございます。 

 議案の説明に先立ちまして、企業局が所管

しております電気、工業用水道及び有料駐車

場の３事業の経営状況等について御報告申し

上げます。 

 ３事業の経営に当たりましては、令和２年

３月に策定しました第５期の経営基本計画

(熊本県企業局経営戦略2020)に沿い、計画的

かつ合理的な経営に努めているところでござ

います。 

 まず、電気事業につきましては、発電所リ

ニューアル事業として、緑川第一、第二発電

所の発電を停止し、大規模改修工事を行って

おります。令和４年９月頃の発電再開を予定

しており、その後はＦＩＴ(固定価格買取制

度)の適用により経営の安定化を図ることと

しております。 

 また、再生可能エネルギーの導入推進に向

けて、小水力発電開発の可能性調査に着手し

ました。令和４年度も調査を継続し、開発候

補地の絞り込み等を行ってまいります。 

 次に、工業用水道事業につきましては、有

明及び八代工業用水道においてコンセッショ

ン方式による経費節減を見込んでおります。

しかしながら、多量の未利用水を抱えてお

り、また、竜門ダム使用権に係る減価償却費

等ダム関連経費の負担が大きいことから、令

和４年度も収益的収支での赤字は継続する状

況にございます。引き続き工業用水の需要拡

大に努めますとともに、コンセッション方式

の運営事業者と連携して安定供給に取り組ん

でまいります。 

 最後に、有料駐車場事業につきましては、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けてお

りますが、指定管理者制度の下、安定した経

営を維持してまいります。 

 それでは、企業局関係の議案の概要につき
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まして御説明申し上げます。 

 今回提案しております議案は、令和４年度

熊本県電気事業会計予算など予算関係の３議

案でございます。 

 説明資料の92ページをお願いいたします。 

 ３事業会計の当初予算をまとめた総括表で

ございます。 

 最下段の合計欄を御覧ください。 

 ３事業会計の収益的収支と資本的収支の合

計ですが、当初予算としましては、収入総額

66億5,964万円余、支出総額83億5,176万円の

予算額を計上しております。 

 なお、説明資料、93ページの表は、工業用

水道事業会計の内訳としまして、有明、八代

及び苓北の３工業用水道ごとに取りまとめた

ものでございます。 

 この後、詳細につきましては、総務経営課

長から説明させますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 続いて、担当課長から説

明をお願いします。 

 

〇亀丸総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 企業局の令和４年度当初予算について御説

明いたします。 

 資料のほうは、94ページをお願いいたしま

す。 

 電気事業会計の収益的収支でございます。 

 収益的収支といいますのは、いわゆる損益

計算書の収益と費用に当たるものでございま

す。 

 収益的収入は、合計26億800万円余で、主

に電力料収入でございます。前年度と比較い

たしまして大幅な増額となっておりますの

は、緑川発電所が令和４年９月頃に発電を再

開することに伴う電力料収入の増によるもの

でございます。 

 収益的支出は、合計25億3,300万円余でご

ざいます。内訳は、説明欄に記載のとおり、

職員給与費、水利使用料、ダム管理負担金、

市町村交付金、修繕費や減価償却費などのほ

か、普及開発関係費といたしまして、発電所

の所在市町村への地元貢献としての交付金な

どを計上しております。 

 また、小水力発電開発可能性調査費につき

ましては、本年度、机上調査を行いました

が、それに引き続き、新規開発候補地点の選

定に向けた現地調査等のための費用を計上し

ております。 

 前年度と比較いたしまして大幅な増額とな

っておりますのは、緑川発電所リニューアル

事業において、既存設備を撤去する経費、い

わゆる固定資産除却費でございますが、それ

と設備の更新に伴い減価償却費が増加するた

めでございます。 

 最下段、損益につきましては、7,400万円

余の利益を見込んでおります。 

 95ページをお願いいたします。 

 こちらは、同じ電気事業会計の資本的収支

でございます。 

 資本的収支とは、貸借対照表の資産取得な

どに係る資金の収支でございます。 

 まず、下段の資本的支出のほうから御説明

いたします。 

 資本的支出は、合計32億5,200万円余でご

ざいます。 

 建設改良費は、18億5,000万円余を計上し

ており、主な内容は、説明欄に記載のとお

り、緑川発電所リニューアル事業や荒瀬ダム

関連費などでございます。 

 このほか、企業債償還金として５億8,600

万円余、他会計への繰出金として、県政貢献

のための一般会計への繰出金５億円などを計

上しております。 

 この繰出金は、過去の利益の積立てである

地域振興積立金から支出するものでございま

す。 

 上段の資本的収入は、合計16億5,600万円
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余でございます。 

 主なものとして、企業債13億7,100万円

は、緑川発電所リニューアル事業の財源とし

ての借入れ、また、荒瀬ダム関連交付金等2,

000万円は、土木部からの工事受託金でござ

います。 

 資本的収入及び資本的支出とも、前年度と

比較して大幅な減額となっておりますのは、

緑川発電所リニューアル事業が令和４年９月

頃に完了することに伴い、事業費が減少する

ためでございます。 

 おめくりいただきまして、96ページをお願

いいたします。 

 続いて、工業用水道事業会計でございま

す。 

 まず、収益的収支です。 

 収益的収入は、合計10億3,300万円余でご

ざいます。 

 主なものは、営業収益の給水収益等３億

1,700万円余のほか、荒尾市や福岡県など施

設の共同管理者からの維持管理負担金等でご

ざいます。 

 収益的支出は、合計11億9,000万円余でご

ざいます。 

 内訳は、説明欄に記載のとおり、職員給与

費、ダム等管理負担金、市町村交付金、修繕

費や減価償却費などのほか、共同管理者から

受け入れた負担金をコンセッションの運営事

業者に支出する維持管理負担金等でございま

す。 

 損益につきましては、竜門ダム関連経費の

負担が大きく、３つの工業用水道合計で１億

5,600万円余の損失を見込んでおります。 

 97ページをお願いいたします。 

 資本的収支でございます。これも、下段の

資本的支出のほうから御説明いたします。 

 資本的支出は、合計12億6,900万円余でご

ざいます。 

 建設改良費は、６億6,100万円余を計上し

ており、主な内容は、説明欄に記載のとお

り、コンセッションの運営事業者が施工する

設備更新の負担金や八代工業用水道の球磨川

からの取水口である遥拝頭首工等改修事業の

負担金などでございます。 

 このほか、企業債や長期借入金の償還金を

計上しております。 

 上段の資本的収入は、合計12億5,100万円

余でございます。 

 主なものは、建設改良費の財源として、企

業債４億1,100万円余の借入れ、工事受託金

２億4,400万円余の共同管理者からの負担金

収入、国庫補助金などを計上しております。 

 資本的収入及び資本的支出とも、前年度と

比較して大幅な増額となっておりますのは、

コンセッションの運営事業者が令和４年度か

ら計画的に施行いたします設備更新の費用が

増加するためでございます。 

 おめくりいただきまして、98ページをお願

いいたします。 

 有料駐車場事業会計でございます。 

 まず、収益的収支です。 

 収益的収入は、合計１億1,000万円余で、

主に指定管理者からの納付金収入でございま

す。 

 収益的支出は、合計5,500万円余でござい

ます。 

 内訳は、説明欄に記載のとおり、職員給与

費、修繕費、減価償却費、普及開発関係費と

して地元貢献費用のほか、事業開発費は県政

の課題解決のための調査検討を行う費用で、

いわゆる待ち受け予算として計上しておりま

す。 

 損益につきましては、5,400万円余の利益

を見込んでございます。 

 99ページをお願いいたします。 

 資本的収支です。 

資本的収入はございません。 

資本的支出は、県政貢献として、電気事業

と同様、地域振興積立金から一般会計への繰

出金5,000万円の支出を計上しております。 
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 企業局からは以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 次に、労働委員会事務局

長から説明をお願いします。 

谷口労働委員会事務局長。 

 

〇谷口労働委員会事務局長 労働委員会事務

局でございます。 

 今回提案をしております労働委員会の令和

４年度当初予算につきまして御説明をいたし

ます。 

 説明資料の100ページをお願いいたしま

す。 

 当委員会の予算は、委員会費と事務局費で

構成されております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 まず、上段の委員会費ですが、15人の委員

報酬2,685万円余を計上しております。 

 次に、下段の事務局費ですが、１の事務局

職員に係る職員給与費として6,066万円余、

また、２の運営費として、労使紛争の審査、

調整、あっせんを行うための事業費など532

万円余を計上しております。 

 以上によりまして、当委員会の予算の総額

は9,284万円余となっております。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 説明は終わりましたけれ

ども、時間が今12時27分ですけれども、60分

間、１時半まで昼食のため休憩したいと思い

ます。質疑はその後行いますので、よろしく

お願いします。 

  午後０時27分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時29分開議 

○松村秀逸委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を開きます。 

 先ほど執行部の説明が終わりましたので、

一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のまま説明してください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○城下広作委員 じゃあ、ちょっと50ページ

の部分で、直接個々の名前は書いてはないん

ですけれども、一応確認、念のため。労働雇

用創生課の分なんです。 

例えば、ここに(3)熊本を「知る」・「会

う」プロジェクトの事業で、県内企業の魅力

発信及び就職とか採用活動の支援ということ

で、例えばＴＳＭＣ、聞くところによると、

社内での会話は英語が原則と聞くんですけれ

ども、それが条件に入るとなかなか就労でき

る人というのは大変狭まってくるような感じ

がするんですけれども、今の段階での情報な

んですけれども、やっぱり英語がある程度し

ゃべれないとここの採用では難しいという状

況なのか、いや、決して全部そうではない

と。この辺のニュアンス、これが県民によく

伝わっていないと、全然しゃべりきらぬもの

はもう最初から諦めにゃいかぬからですね。

その辺がどうなのかということをちょっと分

かれば。 

 

○中川労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 ＴＳＭＣが雇用される1,700人という情報

がございます。この中でも、幾つかレベルが

分かれているかと思います。今委員御指摘の

英語が堪能じゃないといけないんじゃないか

というふうな人材については、これはちょっ

と割合的にはまだはっきりしませんけれど

も、恐らくそういったマネジメントですと

か、工場全体の管理、マネジメント、あと部

門の各責任者、そういったところの方々には

そういったものが要求されるんじゃないかと
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考えておりますので、これは、全員にそうい

ったレベルが求められるということではない

と考えております。 

 あと、1,700人のうちの恐らく、ちょっと

これも割合は分かりませんけれども、割合の

うちかなりの部分は、いわゆる工場のワーカ

ー的な人材も当然必要ですので、そういった

方々については、当然県内の現在の教育スキ

ルの中で十分に人材のほうが供給できるんじ

ゃないかというふうに考えております。 

 

○城下広作委員 そういう情報をある程度の

段階で、分かる範囲でどんどん発信していか

ないと、例えば、そうやって、ああ、英語が

できないならもう駄目なんだと思って諦める

人、いやいや、別に英語が全て堪能じゃない

といけないそういうことじゃないんだよとい

う情報が、本当に少しずつ出されていくこと

によってチャレンジしよう、そして例えば自

分自身もＵターンで戻って来て、じゃあ、チ

ャレンジしてみようかとか、そういう人のこ

とも、決断の状況にもなるから、ぜひその辺

の情報もしっかりと、あるいは適宜出してい

ただきたいと。 

 ちなみに、給与面でも非常に高いというイ

メージを持っておられて期待が高い人、それ

と、大体どのくらいだろうかと。今ＴＳＭ

Ｃ、熊本、人材、求人とかをネットで検索す

るとばんと出てくるのが、一般的には最初に

出てくるのは、ほとんど人材派遣の会社から

派遣という形での求人案内が出るんです。そ

して給与もそんなに高くない、人材派遣だか

ら。だから、どうもイメージとしては何かも

のすごくいいみたいな感じで、就職の可能性

があるんだなと思うけれども、実際に検索を

すると普通の人材派遣会社の求人にいく、そ

して時給何千円とか月額幾らかだと。思った

よりも高いような形にはならないのしかヒッ

トしてこないもんだから、この辺もちょっと

皆さんが一般的に言われている期待値と実際

に案内されるのが違うというずれがあると、

みんながくっとモチベーションが下がるみた

いな。こういうことがあるんではないかとい

うふうにちょっと心配をしております。これ

はちょっとどうでしょう、皆さんも検索なん

かでちょっと見たことがありますでしょう

か。 

 

○中川労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 私も求人情報等はいくつか出ていることは

承知しております。その中でも、確かに今度

のＴＳＭＣの合弁会社、既に求人されており

ますけれども、非常に初任給も高いと。先ほ

ど御指摘のように、英語、場合によっては中

国語、そういったものも求められている人材

もいらっしゃいます。あと、それ以外にもこ

れから、今度ＴＳＭＣの現地法人も立てられ

て、責任者も、これから随時人事担当責任者

ですとか決まってくるかと思いますので、今

後そういった方々とＴＳＭＣとの連携を、情

報交換をしっかりやりまして、そういった情

報を各教育機関、関係機関と共有してまいり

たいと考えております。 

 

○城下広作委員 じゃあ、最後にちょっと要

望も含めて。今後、1,700人のうちの例えば

台湾から来る人、例えばスキルの高い人を今

度は東京とかから引っ張ってくるような人、

それ以外で、現地で、地元で雇用する人、分

類がいろいろあると思います。そういうこと

をしっかり、大体どういう流れでどういう形

の分だということで、直接企業から求人があ

る部分、人材派遣会社からある部分とか、い

ろいろミックス型だと思います。こういう情

報をしっかりと、ある意味では分かりやすく

出せるようになれば、しっかり出していただ

きたいというふうに要望しておきたいと思い

ます。 

 以上です。 
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○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。松

田委員。 

 

○松田三郎委員 質問はあるんですけれど

も、今ＴＳＭＣの話が出ました。１つだけ要

望といいますか、対外的に、世界的にメジャ

ーな名前だから有利な部分があるでしょうけ

れども、実際は合弁会社、ソニーとかデンソ

ーとかも出資して、ＪＡＳＭですね。それも

何か併記するようにして。県内には、やっぱ

り親しみを持っていただくというのも、こ

う、難しかけん親しみを持っていただけるか

どうか分かりませんけれども、そういった会

社名も同時に売っていく必要もあるかな。庁

内の会議等々の資料を含めてお願いしたいと

思います。 

 それで、企業立地課になると思いますが、

部長の総括説明の企業誘致のところですね、

48件過去最高、こういう状況であるけれども

48件が最高でしたか、それより多かったこと

とはなかったですか。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 過去最高の記録は、平成29年度、熊本地震

の後に結んだ46件でございました。それを上

回るのは、今年度の件数ということで、48件

でございます。 

 

○松田三郎委員 はい、分かりました。 

これ、48の新規と増設の内訳で言うとどう

なりますか。 

 

○工藤企業立地課長 新規と増設、すみませ

ん、手元に詳細な資料をお持ちしておりませ

んので、改めてお示しをさせていただきたい

と思っております。ただ、一般的に、ＩＴ企

業はほぼほぼ新設でございます。製造業等に

つきましては増設のほうが多いのかな、そう

いった印象を持っております。 

 

○松田三郎委員 これは部長、部長に聞けば

分かるというもんじゃなかですね、課長…

…。 

 じゃあ、要望を一つ確認したところで、先

ほどもＴＳＭＣ、ＪＡＳＭの話もありまし

た。これ、常日頃、この県南、とりわけ球

磨、人吉は企業立地課に対してひがみ根性を

持っておりまして、何でんかんでん県北ばっ

かりと言いよる矢先に加えて、また大物が来

るとなると、ほっといても県北のほうは、も

ちろん県北といっても菊池地域が主でしょう

けれども、県北は、県が力入れぬでもどんど

んどんどん来るんだろうと思っております。 

 知事も、言葉では、ＴＳＭＣの進出の効果

を県下くまなく及ぶように――それはありが

たいことですけれども、我々のところに来る

はずがないだろうって思っておりますので、

どうか――ここから先はちょっと我田引水の

ような話ですが、さっき言いましたが、県北

は黙っておってもどんどん来ますので、もう

企業立地課の仕事は、県南、とりわけ球磨、

人吉に１件でも多く新規、増設を優位にして

いただきたい。これは要望とは思いますが、

マスコミもいらっしゃいますが、何か意気込

みとかを、異動で代わられればちょっと分か

りませんけれども、何か景気のいい話を。 

 

○三輪商工労働部長 今委員のおっしゃった

ことは、非常に重要な課題というふうに認識

しております。県南におきましても、ＴＳＭ

Ｃであれば、物流拠点としての八代港の存在

というのは非常に大きいかと思っておりま

す。それと、八代工業高校が今マイスタース

クールの人材育成事業をされております。ち

ょっとこれは八代になっていきますけれど

も、そういう可能性もあるということでござ

います。 

 繰り返しになりますが、今度ＴＳＭＣの進
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出というのは、もう全国に波及効果を及ぼす

ような大きな話でございますので、県内にお

きましても、もう全県域にいろんな効果、例

えば観光客が増えるとか、交流人口が増える

とか、そういうものも含めまして効果が全県

に及ぶように、これはもう全力を挙げて取り

組んでいきたいと思います。 

 

○松田三郎委員 今のは掛け声だけで終わら

ぬように、ぜひですね、来年もお願いしたい

と思います。 

 もう１点ようございますか。 

 これはすぐ終わります。資料、45ページの

なりわい再建支援事業ですね。増田課長のと

ころ。 

県も今後どうなさいますかという詳しい意

向調査等もしていただいて、直近の交付決定

で――私が言うのは、大体方向性ってある程

度の数も実現に向けていっているかなと思っ

ております。これは分からないで結構ですけ

れども、まだ申請したいけれども申請してい

ないとか、申請してなかなか進んでないと

か、いろいろな事情があろうかと思います

が、大きい共通した何か原因なり理由という

のが、例えば１、２番とか、あるいは大体大

別すればこういう理由ですねというのがあれ

ば教えていただきたい。 

 

○増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 まず、現在までの交付決定が500件という

ことで、これは現在の予算でできる、もう全

て交付決定ということでさせていただいてお

ります。 

先議のほうで来年に向けての補正予算とし

て69億円をお認めいただきました。それにつ

いては、現在申請できない方々、中身としま

しては、人吉市の整備地域の方々、それか

ら、それ以外の地域でも道路工事だったり河

川工事だったり、公共工事の関係で今できま

せんという方々がいらっしゃいます。そうい

う方々についても、昨年中にお申し出いただ

くということで国のほうに予算をお願いして

おりますので、それが大体30件程度と把握を

しております。 

 

○松田三郎委員 多くは――だからおっしゃ

ったように、例えば、説明のときにもありま

したように、益城で言うなら区画整理の関係

でなかなかできないと。人吉も一部区画整理

がこれから入るとか、おっしゃるように治水

対策の工事等々で、いつでもやろうと思えば

できるけれどもそういう外的な要因があって

できないというところがはっきり分かってい

ればそれでいいと思いますが、引き続き、ま

た御支援をいただければと思います。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○西村尚武委員 コロナに関してちょっと質

問をさせていただきます。 

 商工労働部長の総括説明でコロナの件の話

がありました。その中でまん延防止等重点措

置が延長されたというお話がありましたが、

それを捉えて熊本県内の事業所であるとかお

店の反応というものはいかがなものかという

ことをまず御質問したいと思います。 

 

○増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 各事業者の反応ということでございます。

先日来、報道にも出ておりますが、商工会議

所とか商工会連合会あたりが、会員事業者へ

のアンケートを行って、その事業者の反応と

いうものが出ております。賛成、反対、どち

らとも分からないというのが、結構拮抗した

ような反応というのが全体的な反応かなと思

っております。 
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○西村尚武委員 分かりました。 

こういう質問をしたのは、昨日、あるホテ

ルの経営者と話す機会がありまして、私の意

に反して、熊本県は延長をしてもらった、私

はいいと思うという話があったものですか

ら、それはどういうことなんですかという話

をしましたら、他県の中にはまん延防止はも

う停止して、しかしそれに準じた、例えば１

テーブルに４人とか、食事の時間は２時間と

かという規制がまだあると。それよりはまん

延防止を継続していただいた中で、例えば時

短協力金であるとか、そういう助成を頂いた

ほうがうんとありがたいと。実際そこは飲食

のほうも完全に休止しておられるんですが、

営業してもお客さんが来ぬもんですから、特

に魚関係のロスが大きいと。そういう部分で

はもうここは割り切って完全に閉めた中でや

っていったほうがいい。また、銀行関係の利

下げ等、積極的にやっぱりやってくれている

と。今の状況のほうが本当ありがたいという

話があったものですから、私もびっくりした

んですよ。 

 それに反して、あと例えば、夜の飲み屋さ

んとかに納めている酒屋さんたちから非常に

厳しい切実な願いというか、陳情がありまし

て、この中には、今、事業復活おうえん給付

金ですね、これがどういうあれなのか私もよ

う分からぬのですけれども、最初出ておった

のが、売上げが前年の３割、５割落ちたとこ

ろというような縛りが何かありましたね。こ

れが単年度だといいんですけれども、もう２

年ほどになりますから、１年目に２割落ち

た、そして今年もまた２割落ちた、もう通す

とやはり36％ぐらい落ちていると。それだと

もらえない、３割いってないから。その辺が

ちょっと飲食店に比較して不公平じゃないか

という話があったものですから、この事業復

活おうえん給付金も含めてどういう方向性で

考えておられるか、ちょっと質問したいと思

います。 

 

○増田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 これまで、今年度に入りましても、第４

波、５波、それから今回の第６波と３回の大

きな波が来ております。 

過去２回におきましても、県ではまん延防

止措置の適用を受けまして、国の一時金、月

次支援金、それから50％以下の３割から５割

の部分を県が一時金として支援をさせていた

だいております。その際に、先ほどの酒類販

売事業者さんについては、国の交付金の使い

方としてプラスアルファで支援ができるとい

う、要するに交付金上の取扱いがございまし

たので、それで支援をさせていただいており

ます。 

 今回の第６波といいますか、秋の経済対策

で今後３月までを見通すために、国のほうで

事業復活支援金、大体11月から３月までの５

か月分を対象とした事業復活支援金という制

度が設けられております。そこに第６波のこ

の波がやってきたというところで県では先議

のほうで50億円の予算をお願いしたところで

ございまして、その中で、国の事業復活支援

金に県独自で上乗せをして支援をしたいとい

うところで、今回はその事業所、その酒類販

売に特別な上乗せというものが、国のその交

付金上の通知等も出ておりませんので、そこ

まではできないんですけれども、広く事業者

を対象として上乗せをした支援をやっていき

たいと思っております。 

 

○西村尚武委員 分かりました。 

もうかつかつの中で経営されておるもんで

すから、10％でもうちではやっていけないと

いう状況がもう長引いてきているんですよ

ね。コロナもいつ収束するか分からない。下

手すると第７波、第８波ってあるかもしれま

せんけれども、その辺をぜひとも考えていた

だいて、やはりちゃんとやっている事業者の



第11回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和４年３月11日) 

 - 40 - 

方が経営していけるようなことを応援してい

ただきたいと思います。 

これは要望です。よろしくお願いいたしま

す。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 84ページ、観光企画課さんに

お尋ねいたします。 

 (8)のアーバンスポーツ展開実証事業とい

うことでされておりますが、先ほどの話を聞

きますと、スケートボード等のイベント開催

等に要する経費ということがありましたけれ

ども、具体的にどこでどのようなイベント

が、これ、計画されているんでしょうか。 

 

○脇観光企画課長 観光企画課でございま

す。 

 イベントの概要、それから場所について

は、まだ未定でございます。今からちょっと

周りの状況とか、いろいろ先進地の状況等も

調査、勘案しながら最終的には決定していき

たいと思っております。 

 

○鎌田聡委員 スケートボードの関係は、練

習地がないという話もあって、熊本市で１か

所、造ってはいないんですけれども、駐車場

でやっているんですが、なかなか、あまり評

判がよくないところもありまして、イベント

も大事ですけれども、そういったスポーツを

育める環境もぜひ意識していただきたいんで

すけれども、その辺の話は何かきてませんで

しょうか。 

 

○脇観光企画課長 委員御指摘のとおり、新

聞報道等でもございますし、また私どものほ

うに直接やっぱり環境整備をというお話はい

ただいているところでございます。当然その

環境等をうまく整えると、お子さんたち、そ

れから若い方も自由にできますし、またなか

なかこういった活動についてやゆされている

ような方々に対する御不安も軽減ができると

思っておりますますので、将来的にはそうい

った環境整備についても今後、これもまた先

進地を含めて調査を進めていきながら検討を

進めていきたいと思っています。 

 

○鎌田聡委員 イベントで機運が盛り上がれ

ばいいんですけれども、実際、じゃあどこで

やるのとか、どこで頑張ればいいのという話

にやっぱりつながってくることだろうと思い

ますんで、その辺もちょっと意識しながらこ

れからは盛り上げ等も図っていただきたいと

思いますんで、ぜひよろしくお願いしたいと

思います。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○工藤企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 先ほど、松田委員から御質問のありました

企業誘致件数の内訳でございます。新設が25

件、増設が23件となっております。 

 以上でございます。 

 

○松村秀逸委員長 いいですか。 

ほかにありませんか――なければ、以上で

質疑を終了いたします。 

 説明員の入替えを行いますので、ここで５

分間休憩いたします。 

  午後１時52分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時56分開議 

○松村秀逸委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を開きます。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第40号、第41号、第45号、第46号、第51

号、第52号、第56号から第58号まで、第69

号、第70号及び第80号について、一括して採

決したいと思いますが、御異議ありません
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か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第40号外11件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第40号外11件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託された請第35号を議題とい

たします。 

 請第35号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○中川労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 請第35号、シルバー人材センターに対する

支援を求める意見書に関する請願について御

説明いたします。 

 別冊の経済環境常任委員会付託審査(請願)

一覧の資料をお願いいたします。 

 ２ページほどめくっていただきまして、横

書きの別紙、シルバー人材センターに対する

支援を求める意見書提出の請願理由を御覧い

ただきたいと思います。 

 シルバー人材センターは、高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律に基づき設立された

団体で、高年齢者に就業の機会を提供するこ

とにより、高年齢者の社会参加、健康保持、

ひいては地域社会の活性化や、医療費や介護

費用の削減にも貢献している団体でございま

す。 

 請願の趣旨は、令和５年10月に消費税にお

ける適格請求書等保存方式、いわゆるインボ

イス制度が導入されることとなっており、シ

ルバー人材センターと会員の間の配分金等の

取引に関し、免税事業者である会員はインボ

イスを発行することができないことから、セ

ンターは仕入れ税額控除を受けることができ

なくなり、新たに預かり消費税分を納税する

必要が生じますが、公益事業を行うセンター

では新たに負担する財源はございません。 

 このため、少額の収入しかないセンター会

員の手取り額が減少することなく、センター

において安定的な事業運営をするために、セ

ンター会員への配分金については、インボイ

ス制度の適用除外とする等の措置を求めると

いうのが、請願の内容でございます。 

 なお、県におきましては、熊本県シルバー

人材センター連合会に対し運営費等を補助す

ることにより活動を支援しているところでご

ざいます。 

 説明は以上でございます。 

 

○松村秀逸委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 はい、ありませんね。 

それでは、次に、採決に入ります。 

 請第35号について、いかがいたしましょう

か。 

（「採択」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りします。 

 請第35号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第35号は、採択することに決定い

たしました。 

 ただいま採択を決定しました請第35号は、

国に対して意見書を提出してもらいたいとい

う請願であります。 

 そこで、意見書(案）について事務局から

配付させます。 

  （意見書(案）配付） 

○松村秀逸委員長 配付は終わりましたか。

――配付をいたしました意見書(案）は、請

願の趣旨、理由とほとんど内容は変わらない
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ようでありますが、この案のとおりでよろし

いでしょうか。 

  （「はい」「お願いします」と呼ぶ者あ 

り） 

○松村秀逸委員長 御異議なしと認め、この

意見書(案）により、議長宛て提出すること

に決定しました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 異議なしと認め、そのよ

うに取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が３件あっておりま

す。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○田元くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課です。 

 ①熊本県産アサリ産地偽装対策・再生に向

けた取組みについてをお願いいたします。 

 アサリの産地偽装問題につきましては、２

月24日の先議において、現状及び対応状況等

について御説明いたしました。 

 今回、その他報告事項として、その後の状

況及び進捗について御説明させていただきま

す。 

資料には前回と重複するページもあります

ので、重複するところは簡潔に説明をさせて

いただきます。 

 それでは、１ページをお願いします。 

 １ページ及び２ページは、アサリを取り巻

く現状です。本県のアサリ漁獲量が、近年激

減していることが分かります。 

 ３ページ、４ページもアサリを取り巻く現

状です。 

 ４ページでは、外国産アサリの８割が、い

わゆる下関ルートを通じて全国に流通してい

る現状を前回御説明いたしました。 

 ６ページをお願いします。 

 アサリ産地偽装に対するこれまでの対応の

熊本県措置分です。一番下のように、一昨

日、３月９日に指示、公表したコン・ブリオ

株式会社の事案を追加しております。熊本県

宇土市の事業者が、中国産であるにもかかわ

らず熊本県産と表示して販売していたケース

になります。 

 ７ページをお願いします。 

 国、他自治体措置分ですが、一番下の行、

合同会社リュウセイは、先ほどのコン・ブリ

オと同じ男性が代表を務め、住所も同じ会社

で、コン・ブリオと同様に、一昨日に国から

指示、公表されています。 

 10ページをお願いします。 

 産地偽装110番にこれまでに349件の情報提

供があっております。７割以上が県外の方か

らの提供になっています。 

 12ページをお願いします。 

 ２月補正予算での熊本県産アサリの産地偽

装対策、再生に向けた取組の概要です。２月

28日の本会議で議決いただいたものですが、

資料真ん中ほどにありますⅡの(1)熊本県産

アサリブランド再生協議会のように、既に本

格的に動き出しているものもございます。 

 次のページから各取組の概要になります。

13ページをお願いします。 

 アサリ産地偽装根絶に向けた取組の概要

で、環境生活部の取組となります。主に疑義

案件に対する立入検査の実施、ＤＮＡ検査、

悪質案件に対する告発の検討などに要する取

組です。 

 14ページからは、農林水産部の取組です。 

 昨日、３月10日に第２回目となる熊本県産

アサリブランド再生協議会を開催いたしまし

た。第２回では、産地偽装を防ぐ熊本モデル
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の流通、販売の仕組みやブランド力向上の取

組について議論いたしました。 

 16ページをお願いします。 

 昨日の再生協議会で議論された新たな流

通、販売の仕組みである熊本モデルについて

御説明いたします。 

 熊本モデルは、まずはモデル的な実証を経

て本格運用に至るよう、第１ステージと第２

ステージに分けて実施してまいります。第１

ステージは、４月から５月にかけて実証を行

います。 

ポイント１、アサリ流通の見える化は、県

漁連ホームページでの入札結果やアサリの漁

獲情報について、公表、認証した販売協力店

への産地証明書の発行などを行います。 

ポイント２、他産地アサリの混入抑止は、

管理された下での砂抜き、選別の実施、ネッ

トにアサリを入れて封印をした荷姿に統一な

どを行います。 

ポイント３、持続的にアサリの品質が確保

できる体制整備は、小売店が求める砂抜き、

選別レベルを満たすことのできる認定工場に

よる品質の統一などを行います。 

 以上が、第１ステージで取り組む内容とな

ります。 

 また、実証段階を終えた６月以降の第２ス

テージでは、デジタル技術を活用した体制へ

移行していきます。具体的には、クラウド上

でデータ管理を行うことによる流通監視体制

を構築、産地証明書などの発行作業などを行

っていきます。 

 17ページと18ページを見開きでお願いいた

します。 

 17ページは従来の流通体系、18ページは、

熊本モデルの第１ステージとなります。 

 17ページの左下に、これまでの流通で不足

していた点を３点挙げております。 

１つ目は、入札情報が未公表だったため、

どれだけ天然の県産アサリが漁獲されている

のか分かりませんでした。 

２つ目は、加工後の荷姿が様々で、流通の

過程で誰でも開封、小分けが可能な状態での

流通でした。 

３つ目は、消費者側からは産地の確認がで

きない状態でした。 

 そこで、新たに取り組む熊本モデルは、こ

れらの点の改善を図ることで、消費者が安心

して購入できる流通体系となるように考えて

います。 

 18ページの下に、熊本モデル第１ステージ

の特徴をまとめています。 

１つ目、ホームページで入札情報や漁獲情

報を公表し、熊本県産アサリの漁獲状況を広

く周知します。 

２つ目、アサリの砂抜き、選別は、全て県

漁連が認定する工場のみで行うこととしま

す。これにより、砂抜き、選別以降の流通段

階での他産地アサリの混入防止が図られま

す。 ３つ目は、県漁連が販売協力店へ直接

産地証明書を発行します。これにより、消費

者によるアサリ産地の確認が可能となり、流

通の見える化が図られます。 

そのほかに、出荷量と販売量を比較検証す

ることや、ＤＮＡ検査の実施も含めて監視体

制を構築したモデルが、第１ステージの熊本

モデルとなります。 

 19ページをお願いします。 

 ６月以降の第２ステージの熊本モデルのポ

イントを５つまとめております。 

 第２ステージは、第１ステージの流通体制

をベースとしており、流通の流れ自体の大き

な変更はありませんが、デジタル化による監

視体制の強化、産地証明書などの発行作業や

データ管理の省力化が図られることが特徴と

なっています。 

 下の20ページが第２ステージの具体的なイ

メージです。ポイントは、デジタル化を図

り、データベースのクラウドを利用する点で

す。クラウド上の産地証明データベースにス

マートフォンなどでＱＲコードからアクセス
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し、販売量などの情報を入力します。する

と、出荷する際に必要な新しいＱＲコードが

発行され、それを送り状などに付して出荷し

ます。この流れを経てアサリが最終的に販売

店に届くと、販売店宛ての産地証明書が発行

される仕組みとなっています。データベース

上には流通ルートの全てが登録され、流通の

見える化が図られます。 

 21ページをお願いします。 

 熊本モデルの構築に欠かせないアサリのＤ

ＮＡ分析についてまとめております。 

 上から３つ目の丸、農林水産消費安全技術

センターが、公的には全国で唯一の検査機関

となっています。県では、２月８日の知事か

らの国への要望の中で技術移転を要望してお

りましたが、既に水産研究センターへの技術

指導が実現しております。今後、水産研究セ

ンターにおいてＤＮＡ検査を行うことが可能

となっております。 

 下の22ページは、熊本県産アサリのブラン

ド力向上プロジェクトになります。県産アサ

リの販売再開に合わせ、熊本モデルを広くＰ

Ｒしていきます。 

 まず、モデル販売協力店との協定締結を３

月下旬から４月上旬に行うことを考えていま

す。 

次に、４月中旬の出荷再開に合わせて知事

によるトップセールスを行い、熊本モデルに

よる出荷再開のＰＲをしていきます。 

さらに、販売協力店での熊本モデルの周知

と販売促進を目的としたフェアイベントの開

催を考えています。 

 以上が、昨日の再生協議会で議論された産

地偽装防止とブランド力向上の取組内容にな

ります。 

 次に、25ページをお願いします。 

 県産アサリへの信頼性を確保する取組にな

ります。本議会の代表質問で知事が表明した

新たな取組になります。 

 まず、蓄養が行われている漁協に対するア

サリ振興関係補助金の除外です。産地偽装の

温床と指摘された輸入アサリの蓄養を各漁協

と一体となって排除していくため、産地偽装

につながる蓄養がいまだに行われている漁場

を管理する漁協に対しては、県産アサリの振

興に関する県の補助金等は交付しないことと

しております。 

 また、下の26ページのとおり、産地偽装ア

サリを根絶し、純粋な県産アサリを守り育

て、適正に販売、流通していくための本県独

自の条例を６月議会に提案できるよう策定に

着手しています。 

この条例では、県の責務をはじめ漁業者や

事業者等の役割も定め、連携、協働し、一体

となって産地偽装アサリの一掃、純粋な県産

アサリの生産、流通に取り組むこととしてお

ります。 

 以上、御説明した内容により、県産アサリ

の産地偽装対策と再生にしっかりと取り組

み、熊本ブランドの再生に向け、知事を先頭

に国、市町村、関係団体と連携を密にし、し

っかりと取り組んでまいりますので、よろし

くお願い申し上げます。 

 最後に、別添資料をお願いします。 

 先ほど申し上げました本県が３月９日に行

いました食品表示法に基づく指示、公表につ

いて報告いたします。 

 事案の概要ですが、四角の枠囲みを御覧く

ださい。 

 本件は、コン・ブリオ株式会社が生鮮水産

物アサリの原産地について、中国産及び韓国

産であるにもかかわらず、熊本県産と事実と

異なる表示をし、販売していたことを確認い

たしました。 

このため、同社に対し食品表示法に基づ

き、表示の是正と併せて、原因の究明、分析

の徹底、再発防止対策の実施などについて指

示を行いました。 

 １の対象事業者ですが、名称はコン・ブリ

オ株式会社、宇土市の事業者で代表者は中村



第11回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（令和４年３月11日) 

 - 45 - 

竜正です。 

 ２の経緯ですが、令和３年７月の回付情報

に基づき、同年11月11日から令和４年２月16

日までの間、食品表示法第８条第１項及び第

２項の規定に基づく立入検査等を実施しまし

た。 

検査の結果、コン・ブリオ株式会社が、原

産地が中国産及び韓国産の生鮮アサリについ

て、輸出国における生育期間よりも熊本県で

の蓄養期間のほうが短いにもかかわらず、熊

本県産と事実と異なる表示をして、少なくと

も令和２年４月６日から令和３年３月６日ま

での間に、５万2,374キログラムを、一般用

生鮮食品として最大で10社の中間流通業者に

対し販売したことを確認したため、今回の指

示、公表に至ったものです。 

事業者に対しては、令和４年４月11日まで

に県に改善報告書を提出するよう指示してお

ります。 

 なお、同社の代表者は、別会社の合同会社

リュウセイの代表社員となっておりますが、

リュウセイに対しては、農林水産省が同じく

指示、公表を行っています。同省が確認した

事実は、少なくとも令和２年６月18日から令

和３年５月３日までの間に926トン488キログ

ラムを中間流通業者20社に販売したというも

のでした。 

 私からの説明は以上です。 

 なお、すみません、午前中の委員会におき

まして、鎌田先生から質問があっていた内容

について、ちょっとお答えさせていただいて

よろしいでしょうか。 

 ドライブレコーダーの設置率、踏み間違い

防止の設置率についてお尋ねでした。 

ドライブレコーダーにつきましては、国交

省の資料で令和元年11月現在です。搭載率が

45.9％ということになっております。 

 ちなみに踏み間違い防止装置については、

こういった資料がございません。しかし、新

車での踏み間違い防止装置の搭載率、これが

令和２年には90％を超えております。現在は

100％に近い搭載率となっておりますので、

新車ではほぼ全てが搭載済みということにな

っているようです。 

 以上です。 

 

○福永消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 報告事項の２点目をお願いいたします。 

 熊本県食品ロス削減推進計画の策定につい

て、本県では初めてとなる計画であり、中間

報告をさせていただきます。 

 １、策定の趣旨ですが、食品ロス削減を総

合的に推進し、持続可能な社会の実現を図る

ため、年度末の策定に向け、庁内及び外部有

識者による会議で協議を進め、現在パブリッ

クコメントを実施しているところです。 

 ２、計画期間は、令和４年度から７年度ま

での４か年としております。 

 ３、計画の概要ですが、(1)計画策定の背

景として、600万トンもの食品ロスが発生す

る国内の現状、世界的にはＳＤＧｓの目標に

もなっており、食品ロス削減推進法で都道府

県による計画の策定が努力義務とされており

ます。 

 (2)本県における課題として、県民や事業

者アンケートを実施し、消費者の意識改革、

事業者の商慣習見直し、余剰食品の有効活用

などが挙げられます。 

 そこで、(3)施策の展開として、意識改革

や行動変容、発生抑制や未利用食品の有効活

用、そして県民運動の機運醸成を柱に全庁的

に連携し推進してまいります。 

 その中で、特に重点的な４つの行動を四つ

葉のクローバー運動として実施します。具体

的には、買物時の「てまえどり」は、すぐに

食べるものは商品棚の手前から選ぶ、外食時

の「食べきり運動」は、小盛りメニューなど

のある食べきり協力店の利用や宴会での食べ

切り、企業に呼びかける「フードドライブ」
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は、社員の家庭で余っている食品を集め、必

要としている団体に提供、モニターを募った

「食ロスチェック」は、家庭で生じた食品ロ

スとなる要因をフィードバックという４つの

行動を推進します。 

 次に、(4)計画の目標として、削減に取り

組んでいない消費者割合を10％以下にするこ

と、食品ロス量を７年度までに６％削減し、

県民１人１日当たり83グラムから78グラムの

５グラム削減することの２つです。 

 参考までに、国の目標との比較を表にして

おりますが、２つともより高い目標を目指す

ことにしております。 

 計画の概要は、次ページの別紙のとおりで

ございます。 

 別紙をお開きいただきまして、右上の第３

章、本県の目標、吹き出しのほうにあります

とおり、最後の一口を残さない５グラム削減

を県民の皆さんに呼びかけてまいります。 

 また、第４章、施策の展開の最後、四つ葉

のクローバー運動が県民運動につながります

よう取り組んでまいります。 

 御報告は以上です。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○受島産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 報告事項の３番目、ＵＸプロジェクト基本

計画・実施計画の策定について御報告をいた

します。 

 Ａ４縦の資料を御覧ください。 

 ＵＸプロジェクトの趣旨でございますが、

半導体、それから自動車関連産業に続きます

第３の柱をライフサイエンス分野において創

出する取組でございます。この取組を進めて

まいりますには、産業の素地をしっかりとつ

くることが必要でございまして、今後10年間

におきましては、県内外から企業、ベンチャ

ーなどのビジネス関係者を集積し、産業の創

出につながる「人・もの・技術」の交流を図

っていくこととしております。その連携拠点

として、阿蘇くまもと空港周辺地域を位置づ

けているところでございます。 

 ２番目の計画策定についてでございます。 

プロジェクトの着実な推進に向けまして、

今年度は、県内外の有識者から成ります計画

策定会議、昨日第４回目を開催いたしまし

て、その御意見を伺いながら、基本計画、そ

れから実施計画の策定を行ってまいりまし

た。基本的な考え方と今後10年間の取組をま

とめたものが基本計画でございまして、さら

にこの４年間の施策を具体化したものが実施

計画というふうになります。 

 ３、計画の内容について御覧ください。 

 (1)プロジェクトの担い手、プレーヤーと

なりますベンチャーや企業、研究者の集積を

図ることと、(2)でその交流機会を提供し増

やしていくことを掲げております。その上で

(3)産官学金による事業段階に応じた支援を

行っていくこととしております。ビジネス創

出に必要な実証機会の提供ですとか、各種デ

ータへのアクセス、利活用を促進してまいり

ます。加えて、(6)といたしまして、人、技

術、ビジネスの交流を行う新たな施設、いわ

ゆるイノベーションハブの整備も行っていく

こととしております。 

 ライフサイエンス分野の産業創出という新

たな取組でございまして、従来の企業誘致、

それから地場企業の工場立地促進といった、

そういった手法に加えまして、ベンチャー支

援というものにも非常に力点を置いた内容と

なってございます。 

 ４番目でございます。 

今年度は、この計画策定と並行いたしまし

て、企業を巻き込んだ具体的な動きも加速さ

せております。ＵＸプロジェクトの周知です

とか、企業、大学等の連携を目的としました

キックオフイベント、あるいは企業における

ビジネスに必要なデータ取得を支援する試み

でございますパイロットプロジェクトもスタ
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ートさせたところでございます。 

 来年度は、引き続き、こうしたソフト面で

の取組を積極的に展開するとともに、先ほど

御説明いたしましたイノベーションハブ、新

たな施設についてテクノリサーチパーク内へ

の整備に向けて施設構想を決定するほか、ベ

ンチャー支援機関のワンストップを図るた

め、県の出資法人でございますくまもと産業

支援財団と熊本県起業化支援センターの統合

など、短期的に目に見える取組も進めてまい

りたいというふうに思っております。 

 次のページに基本計画と実施計画全体の体

系をおつけをしております。 

 引き続き、今年度策定をいたしました計画

を着実に実施して、ＵＸプロジェクトの成

功、さらには熊本における新産業の創出につ

ながるよう取組を進めてまいります。 

 産業支援課からの報告は以上でございま

す。 

 

○松村秀逸委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、くらしの安全推進課の報告は、経済

環境常任委員会のほか、農林水産常任委員会

に関する内容が含まれております。質疑の中

で、本日お答えができないものについては、

後日、担当部局より御説明をさせていただき

ますので、御了承ください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○城下広作委員 アサリの件で、食品表示に

基づく別添のほうの分ですね。この分で、コ

ン・ブリオさんは、これは蓄養の部分の数量

という５万2,370……、全部これは蓄養と言

われているんですか。 

 

○田元くらしの安全推進課長 この指示、公

表した事業者につきましては、仕入れたアサ

リを蓄養、本人は養殖という言い方もしてい

るんですけれども、一定期間海につけて、そ

の後、出荷し販売しているということを申し

立てております。 

 各種伝票から、この５万2,374キロ、これ

を販売した事実は、裏づけが取れておりま

す。 

 

○城下広作委員 これは僅か１ 

年間だけれども、たしか１番取れた時が６万

ぐらいだから、この５万も、ある１か所に置

くというのは相当、５万立米ですからね、そ

のボリュームはすごいですよ。だから、蓄養

がその場所にできるんだろうかというふう

に、まず思うんだけれども。この数字自体

が、非常にそこのところが、この数字の大き

さにびっくりして。要するに一旦置くとなる

と、５万立米置くとなると相当な山になるん

ですよ。こういうのができたんだろうかなと

いう、ここはちょっとどう思いますか。 

 

○田元くらしの安全推進課長 私たちも、蓄

養の場所について案内をしてくれということ

を事業者に求めました。しかし、理由があっ

て案内をすることができないということだっ

たものですから、現場の確認はできておりま

せん。県の指示した分が５万2,000キロ、52

トンですね、国が指示した分、これが920ト

ンほどありますので、合計すると980トン弱

という量に、膨大な量になります。令和２年

の県のアサリの漁獲量が21トンという速報値

がありましたので、それから考えてもめちゃ

くちゃな量だなというようには考えますが、

これが実際にそこの海につけられて養殖、あ

るいは蓄養されていたのかというのについて

は、確認はできておりません。 

 

○城下広作委員 いずれにしろ、びっくりす

るような数字を、仮置きしたとしても相当な

場所と相当なボリューム、見た目にもびっく

りするぐらいな盛りになりますので、非常に
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驚いております。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 すみません、アサリの関係で

７ページで、一番下で合同会社リュウセイ、

ここも産地表示を、中国産を熊本産としたと

いうことであります。これも蓄養なんでしょ

うか。ちょっと実態を教えていただきたい。 

 

○田元くらしの安全推進課長 リュウセイと

県が指示したコン・ブリオ、同一人物が代表

を務める会社であります。蓄養あるいは養殖

場所、これも同一の場所ということですが、

国についても現場確認はできておりません。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、それ、リュウセイの

分も合わせて５万2,374キロなんですか。そ

れはどうなっていますか。 

 

○田元くらしの安全推進課長 先ほど申しま

したとおり、県が指示した分が５万2,374キ

ロ、52トンですね、国が指示した分について

は926トン488キロということになります。 

 

○鎌田聡委員 分かりましたというか、びっ

くりしましたが、かなりの量に合わせるとな

りますので、先ほどの話じゃないですけれど

も、どこでどうされたのかというのが非常に

問題ですし、これが分かりましたけれども、

結果として。途中で分からなかったというの

も非常にまた問題だなというふうに思ってお

ります。 

以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにありませんか。 

 

○坂梨剛昭委員 一昨日の特別委員会から、

また知事の強い決意というのを、この産地偽

装を絶対にやっちゃいけないという強い決意

をすごく感じております。 

 その中で、今回産地偽装防止プロジェク

ト、18ページ、これはもうこういった形でし

っかり熊本産というのを認証して販売してい

く、消費者に届けていくと。熊本県の立場か

らすると、消費者の気持ちを裏切っちゃいけ

ないということではあるんですが、今蓄養の

業者で中国産を入れて熊本産としているとこ

ろで、何か熊本県の中で、蓄養業者の中でそ

れが確認できているところはあるんですか。

くらしの安全推進課のほうでいろいろ調べて

いらっしゃるとは思うんですが、今の現状を

教えてください。 

 

○田元くらしの安全推進課長 農林水産部と

はかねてから連携をしながら業務を進めてお

るところですが、その蓄養業者の実態等につ

いては、今、農林水産部のほうで調査、実態

把握を進めているところです。 

 今現在、私のほうでどのくらいの業者がい

るのかというのについては、数は持っていま

せんので御容赦ください。 

 

○坂梨剛昭委員 分かりました。しっかりル

ールにのっとってやっていらっしゃるところ

ももちろんあるかと思いますし、そこに対し

て違った方向でやっていらっしゃる方もおら

れるかと思います。 

 今回の蓄養を廃止することによって、消費

者の全面的な信頼を取り戻すというその強い

思いは、非常に私も分かりますし、絶対に産

地偽装は、もうこれは根絶しなければいけな

いという思いは、私もそういうふうに思って

います。 

 ただ、今回蓄養を廃止していく方向で行く

ということで、やはり失業されていく方もお

られるかと思うんですが、その人数という、

そこら辺もどのくらい把握されていらっしゃ

るのかをいま一度教えてください。 

 

○田元くらしの安全推進課長 先ほど申しま
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したとおり、蓄養の業者の数だとか、それに

従事されている方の人数だとかいうのは、く

らしのほうでは手持ち資料がございません。

蓄養業者に関する実態把握等が農林水産部の

ほうで把握されていく過程において、当課の

ほうでも情報連携をしていきたいと思ってい

るところです。 

 なお、この熊本モデルを完成させるために

は、純粋な熊本県産のアサリに他の国の外国

産アサリ等が混ざらないというようなのが大

事なポイントになると思います。そのポイン

トとなるところには、監視の業務がどれだけ

実行可能なのかというところも重要な課題だ

と思いますので、私たちも農林水産部と共

に、一緒に頑張っていきたいと考えておりま

す。 

 

○坂梨剛昭委員 私も毎晩のようにいろいろ

と相談があっておりまして、とにかく業務は

縮めていくしかない、もしくは廃業するしか

ない、失業するしかないという方がやはりた

くさんおられます。そういった中で、今回の

決断によって、そういった真面目に取り組ま

れているという方も大きな影響を受けられる

ので、どれだけ県がしっかりと説明をしてい

ただき、その方々にどれだけ手を差し伸べて

いただくかというのは、これ、かなり重要に

なってくるのではないかなというふうに感じ

ています。その方々が、もちろん生活もあら

れますし、家族もおられます。そういった方

々が今日まで働けていたのに、あしたから働

く場所がなくなる、そういった形にも追いや

られていくのではないのかなと、私はちょっ

と心配をしておりますので、ぜひ一昨日も言

ったんですが、改めて丁寧な説明としっかり

とした支援策も含めて話をしていただきたい

なというふうに思いますので、よろしくお願

いいたします。 

 

○松村秀逸委員長 要望でいいですか。 

 

○坂梨剛昭委員 今の現状、何かあるならば

教えてください。 

 

○田元くらしの安全推進課長 このアサリの

生産に関しては一昨日も竹内部長のほうか

ら、構造の転換が図られるときだろうという

話があっていました。また、漁業者に対する

支援についても今後考えていきたいというよ

うな話もあったように思います。 

 実際、それで生計を、なりわいをしていか

れる方たちがおられるでしょうから、必要な

支援は県としてもされていくのだろうという

ように考えているところです。 

 私からは以上です。 

 

○坂梨剛昭委員 これまで産地偽装をやられ

ていた方、そこの人たちは罰せられるべきは

罰せられるべきだと思います。ただ、真面目

にやられている方とは、しっかりと手を携え

ていただきたいなと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 以上です。 

 

○松村秀逸委員長 ほかにはございません

か。――なければ、これで報告に対する質疑

を終了いたします。 

 次に、その他に入ります。 

 まず、12月の委員会において取りまとめを

御一任いただきました令和３年度経済環境常

任委員会における取組の成果について、お手

元に配付のとおり、(案）を作成しましたの

で、御説明します。 

 この常任委員会における取組の成果は、今

年度の当委員会の審議の中で、委員から提起

された様々な課題や要望等の中から、執行部

の取組が具体的に進んだ主な項目を取り上

げ、３月に県議会のホームページで公表する

ものです。 

 項目の選定等については、副委員長及び執
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行部と協議し、当委員会としても、９項目の

取組を上げた案を作成いたしました。 

もちろん、ここに記載の項目以外の提案さ

れた課題や要望等についても、執行部で調

査、検討等を続けておられますが、ここに上

げた９項目は、具体的な取組が進んだものな

ど、代表的なものを選定しております。 

 それでは、この案につきまして何か御意見

等はございませんでしょうか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 では、この案でホームペ

ージへ掲載したいと思います。よろしくお願

いします。 

 なお、簡易な文言の整理や最新データへの

時点修正があった場合は、委員長に一任いた

だきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 最後に、その他で委員の先生方から何かご

ざいませんか。――ないですね。以上で本日

の議題は終了いたしました。 

 それでは、これをもちまして第11回経済環

境常任委員会を閉会いたします。 

  午後２時36分閉会 

―――――――――――――― 

○松村秀逸委員長 なお、本年３月をもって

退職される方が、６名出席されております。

６名の方々に一言ずつ御挨拶をいただければ

と思っておりますが、委員の皆様、よろしい

でしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○松村秀逸委員長 それでは、１人ずつ、一

言でも結構ですので、お聞かせいただければ

と思います。 

 最初に、藤本環境生活部長からお願いいた

します。 

  （環境生活部長～労働委員会事務局長の 

   順に退任挨拶） 

 

 

○松村秀逸委員長 お疲れさまでした。 

 なお、今年度最後の委員会でございますの

で、私からも一言御挨拶を申し上げさせてい

ただきます。 

 この１年間、大平副委員長をはじめ委員各

位の御協力をいただきながら委員会の活動を

進めてまいりましたが、委員各位におかれま

しては、県政の抱える重要な諸問題につきま

して、終始熱心な御審議を賜り、誠にありが

とうございました。 

 各部局長をはじめ執行部の皆さんにおかれ

ましては、常に丁寧な御説明、答弁をいただ

き、心から感謝と御礼を申し上げます。 

 また、先ほど御挨拶をいただきました、３

月をもって勇退されます方々におかれまして

は、長い間県政に携わっていただき、大変御

苦労さまでございました。御勇退後も、県民

の一人として県勢の発展に御協力、お力添え

をいただき、今までの御経験と知識を生かさ

れ、新たな場所での御活躍を心から御祈念申

し上げます。 

 そして、先ほど黙禱をいたしましたけれど

も、今日でちょうど東日本大震災から11年に

なります。実は管内視察はしましたけれど

も、管外視察を当初、福島の浪江町、太陽光

発電による水素を使ったまちづくりを、ぜひ

視察をしたかったんですが、残念ながら執行

部の皆さん、そしてまた事務局の山本さんに

準備をしていただいたんですが、コロナのた

め中止するということで残念でございまし

た。それがちょっと心残りでございますけれ

ども、これは今後2050年に向けた、カーボン

ゼロに向けた、将来にやっぱり取り組むとい

うのは、非常にいいことを国はやっているな

というのをぜひ見たかったんですけれども、

今後、熊本県もカーボンゼロに向けて頑張っ

ていただきたいと思います。何かの機会にま

た行きたいなというふうに思っているところ
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でございます。 

 最後になりましたけれども、委員各位にお

かれまして、また執行部の皆さんの今後の御

活躍と御健勝を心から御祈念申し上げ、御挨

拶といたします。 

 １年間、大変お世話になりました。（拍

手） 

 副委員長から一言御挨拶をいただきます。 

 

○大平雄一副委員長 それでは、一言御挨拶

申し上げます。 

 この１年間、松村委員長の下で委員会運営

に務めてまいりました。各委員の皆様には御

指導、御鞭撻いただき、誠にありがとうござ

いました。 

 また、執行部におかれましても、真摯に対

応していただき、大変ありがとうございまし

た。 

 本県にはまだまだ課題があり、厳しい状況

でありますけれども、委員、執行部の皆様方

には、この委員会で議論されましたことを踏

まえ、県政あるいは経済環境分野の発展のた

めに頑張っていただき、本県がさらに発展し

ていきますよう心から祈念申し上げまして、

御礼の御挨拶とさせていただきます。 

 お世話になりました。（拍手） 

 

○松村秀逸委員長 以上で終了いたします。 

 大変皆さんお疲れさまでした。 

  午後２時53分 
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